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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101012000-0000 町民生活課（東郷支所）

事業

0010 東郷支所一般管理経常経費 (簡略番号：000319) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △440 9,788 9,348 8,080 1,269

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 223 2,487 2,710
補助単独区分 目的区分 総－総－庁舎等 一般財源 △663 7,301 6,638

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　東郷支所建物の維持管理、建物保険への加入等により庁舎の適切な管理を行う。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　東郷支所の光熱水費について、当初予算額より減少する見込みのため、減額するもの。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　需用費（光熱水費）　△440千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

３．用地の状況 10 需用費 △440 △440 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

４．基本計画との関連 12 委託料 27 繰出金
　【第４次総合計画】「未来を創造する先駆的なまちづくり」（効率的な行政運営の推進） 13 使用料及び賃借料 予備費
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △440 △440
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　東郷支所の維持管理に必要となる光熱水費、通信運搬費等、警備・電気設備等の委託 諸収入 20050302061 後期高齢者医療広域連合光熱水 223
　　費用等及び一般修繕費である。
　【事業の効果】
　　　適正かつ効率的な事務執行を行うことができる。
　

６．財源の説明
　【一般財源】△440千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 01目 001000000事業 東郷支所一般管理経常経費

－1－



－2－

款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101010100-0000 総務課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △51,095 200,326 149,231
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △33,212 118,364 85,152

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0115 ふるさと湯梨浜応援基金事業 (簡略番号：000537) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △84,307 318,690 234,383 45,646 188,738

財
源
内
訳

国庫支出金

　地方自治法第241条、ふるさと湯梨浜応援基金条例

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり(健全な財政運営の推進)
　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　返礼品の充実、広報体制の強化等を行うことにより、寄附件数・金額の増加を図る。
　【補正の効果】
　　ふるさと納税の適切な運用を図ることができる。

備品購入費

09 交際費 24 積立金 △51,095 △51,095
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 △7,279 △7,279 26 公課費

06 恩給及び退職年金

６．財源の説明
　【そ の 他】　△51,200千円（ふるさと湯梨浜応援基金寄附金）
　【そ の 他】     　105千円（ふるさと湯梨浜応援基金利子）　

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　ふるさと納税制度のもと、町特産品のPRや各種事業の財源としての寄附金増加を図るた
　め、ふるさと納税専門サイト（ふるさとチョイス・楽天ふるさと納税・ANAふるさと納税
　・ふるなび・さとふる・Amazonふるさと納税等）の効果的な運営により寄附受付を推進す
　る。
　【補正の必要性】
　　米や肉のバリエーションを増やすとともに、湯梨浜ペアーカウコーヒーやグラウンド・
　ゴルフ用品（発祥地モデル）といった付加価値の高い本町オリジナルの返礼品を追加し、
　加えて新たなサイト内広告を実施し寄附金の増を図ったが、全国的な米需要が米の寄附金
　額の安価な自治体に流れている等の影響により、ふるさと湯梨浜応援基金事業の寄附金が
　想定より減少する見込となったため、寄附受付サイト使用料、受付事務委託料、返礼品購
　入費等の諸経費及び積立金の補正が必要となる。
　【補正の内容】
　・寄附金減少に伴う寄附受付経費等の減額補正　△84,307千円

２．根拠法令

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17

21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 △18,200 △18,200 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

15 原材料費 合　計 △84,307 △84,307

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
寄附金 17010101001 ふるさと湯梨浜応援基金寄附金 △51,200

財産収入 16010201205 ふるさと湯梨浜応援基金利子 105

12 委託料 △1,716 △1,716 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 △6,017 △6,017 予備費
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 01目 011500000事業 ふるさと湯梨浜応援基金事業

　【一般財源】　△33,212千円



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101014000-0000 町民生活課（泊支所）

事業

0210 泊支所一般管理経常経費 (簡略番号：000607) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △302 7,188 6,886 5,774 1,113

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債 400 400
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 10 10
補助単独区分 目的区分 総－総－庁舎等 一般財源 △302 6,778 6,476

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　　泊支所の維持管理に必要な経費を計上し、泊地域の総合窓口業務を適切に執行する。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　　電気料金の実績見込みが当初予算より下回ったため減額が必要となった。 04 共済費 19 扶助費
　　　また、電気工作物保安管理委託業務について、入札に伴う請負差額が発生したため。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】　 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　　需用費（光熱水費）　△248千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　委託料　　　　　　　 △54千円 08 旅費 23 投資及び出資金
　 09 交際費 24 積立金

10 需用費 △248 △248 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町泊地域ATM維持管理交付金交付要綱 12 委託料 △54 △54 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △302 △302
４．基本計画との関連
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　泊支所の維持管理並びに事務事業を行うものである。
　【事業の効果】
　　適正かつ効率的な事務執行を行うことにより、地域住民の利便性の向上が図られる。
　　

６．財源の説明
　【一般財源】　△302千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 01目 021000000事業 泊支所一般管理経常経費

－3－



－4－

款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 04目 001000000事業 会計経常経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【一般財源】 △1,586千円

４．基本計画との関連 12 委託料 27 繰出金
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
５．本年度の計画効果 15 原材料費 合　計 △1,586 △1,586

　　地方自治法、湯梨浜町財務規則、湯梨浜町出納室設置規則 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

３．用地の状況 10 需用費 △207 △207 25 寄附金
11 役務費 △1,379 △1,379 26 公課費

　【補正の内容】　①印刷製本費…△207千円 04 共済費 19 扶助費
　　　　　　　　　②手数料…△1,379千円 05 災害補償費 20 貸付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　出納業務を適切かつ円滑に遂行するため必要な経費（事務費等）である 01 報酬 16 公有財産購入費
　【補正の必要性】①印刷製本費…契約実績に基づく減額 02 給料 17 備品購入費
　　　　　　　　　②手数料…各種手数料の実績見込みによる減額 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,586 13,244 11,658 9,669 1,990

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △1,586 13,244 11,658

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 04 会計管理費 所属 0101010700-0000 出納室

事業

0010 会計経常経費 (簡略番号：000954) 区　　分 今回補正額 補正前の額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 04目 011000000事業 会計臨時経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明
　【一般財源】 △152千円

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 15 原材料費 合　計 △152 △152

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　　地方自治法、湯梨浜町財務規則、湯梨浜町出納室設置規則 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

　　　を代用することとした。　 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　　①備品購入費　△152千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　　町の出納業務を円滑に行う。公金支払の選択肢を増やし町民の利便性の向上を図る。 02 給料 17 備品購入費 △152 △152
　　　①備品購入費　公金の支払処理に使用するノートパソコンの入替１台 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】当初は新規に購入する予定でしたが、他課で使用していないパソコン 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 政策的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △152 152

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 04 会計管理費 所属 0101010700-0000 出納室

事業

0110 会計臨時経費 (簡略番号：000974) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △152 152

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時

－5－
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（公共施設の跡地利用） 【特定財源の内訳】
　　　　　　　　　 にぎわいと活力あるまちづくり（誘致体制の整備）　　　　

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　旧北溟中エリアについて、残置杭の有無で分筆登記を行い募集面積を確定させ、立地企業
　を募集する。
　【事業の効果】
　跡地の有効利用により町の活性化及び産業振興に寄与する。
　

６．財源の説明
　【一般財源】　△711千円 【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

　中学校等跡地の利用用途を決定するため、企業誘致活動等を行う。 02 給料 17 備品購入費

　溟中跡地が具体的な話とならず分筆登記を翌年度以後に見送ることにより不用額とするも 05 災害補償費

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正

事 業 費 △711 1,116 405 387 19

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 政策的経費 事業の種類 未設定 その他

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

　【事業の概要】 01 報酬 △12 △12 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △711 1,116 405

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

事業

0012 跡地利用検討事業 (簡略番号：001106) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

20 貸付金
　の。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　立地企業募集期間から、公共用地有効利用審査会の開催の必要性が生じなかったこと、北 04 共済費 19 扶助費

　分筆登記委託料(△629千円)　　　　　　　　　　　　　　　合計△711千円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　公共用地有効利用審査会に要する報酬(△12千円)、費用弁償(△70千円) 08 旅費 △70 △70 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △711 △711

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △629 △629 27 繰出金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

02款 01項 06目 001200000事業 跡地利用検討事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金 △56 205 149
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0025 ボランティア団体育成支援事業 (簡略番号：001175) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △184 943 759 315 445

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　ボランティア団体の育成支援の取組を進める。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △128 738 610

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　見込額に合わせ、減額補正するものである。補助金（△184千円） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △184 △184
　今年度見込数減に伴い不用額が生じる見込みとなったため、予算を減額するものである。 04 共済費 19 扶助費

　湯梨浜町ボランティア団体登録要綱 09 交際費 24 積立金
　湯梨浜町いきいきボランティア団体活動助成事業実施要綱 10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　【SDGs】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △184 △184
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（まちのにぎわい創出や拠点の
　形成） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（住民参画社会の推進） 都道府県支出金 15020101001 市町村創生交付金 △56

　識の高揚を図ることができる。

６．財源の説明 補助金等の名称 市町村創生交付金
　【県支出金】 △56千円（市町村創生交付金）　 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】△128千円

　①ボランティア登録団体の活動助成②各団体の活動紹介（町報等）
　【事業の効果】
　活動助成を行うことで活動の充実と促進を図ることができる。また、活動の紹介や優秀団
　体の表彰を行うことによって、当該団体はもとより、町民のボランティア活動に対する意

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 002500000事業 ボランティア団体育成支援事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0042 まちづくり創造事業 (簡略番号：001229) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △252 603 351 201 151

財
源
内
訳

国庫支出金 △126 300 174

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　自主的、継続的にまちづくりを推進する団体への助成を行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △126 303 177

　る事業を助成する。 05 災害補償費 20 貸付金
　○まちづくりステップ事業 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　○まちづくり創造事業 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △252 △252
　　原則として新規事業を対象とし、永続性（原則3年以上）があり、地域活性化が図られ 04 共済費 19 扶助費

　【補正の必要性】 09 交際費 24 積立金
　自主的、継続的なまちづくり創造活動を行う団体の活動を支援することにより、町の活性 10 需用費 25 寄附金

　　まちづくり創造事業により助成し、3年間経過した団体のうち、その事業成果の有効性 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　があるものに　ついて、さらに3年間の助成を行う。 08 旅費 23 投資及び出資金

　ものと見込んでいたが、既存1団体、新規1団体の実績となったため不用額を減額する。 13 使用料及び賃借料 予備費
　【補正の内容】 14 工事請負費

　化及び振興の中核になる人材育成が図られ、住民が主体となるまちづくりを促進する。 11 役務費 26 公課費
　令和７年度中にまちづくり創造事業の補助金を利用する団体を既存1団体、新規2団体ある 12 委託料 27 繰出金

３．用地の状況

４．基本計画との関連

　補助金　252千円の減額 15 原材料費 合　計 △252 △252

２．根拠法令 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　湯梨浜町まちづくり創造事業実施要綱・湯梨浜町まちづくりステップ事業実施要綱 国庫支出金 14020101248 新しい地方経済・生活環境創生 △126

　【本年度の計画】
　新規申込みの際は審査会を開催し、採択の可否を決定する。既採択団体には、活動に
　対する経費の一部を助成する。 補助金等の名称
　【事業の効果】住民主体によるまちづくりの機運醸成を図ることができる。 補助基本額 補助率 補助金額
　

　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり(コミュニティ活動の促進)
　【ＳＤＧｓ】目標11「住み続けられるまちづくり」

５．本年度の計画効果

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【国庫支出金】新しい地方経済・生活環境創生交付金　△126千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△126千円

02款 01項 06目 004200000事業 まちづくり創造事業
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　【補正の内容】
　見込額に合わせ、区長等事務費交付金、集落運営交付金、集落活性化事業交付金等を減額
　補正するものである。（△1,039千円）

２．根拠法令
　湯梨浜町集落づくり総合交付金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（にぎわい創出や拠点形成） 【特定財源の内訳】
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり(コミュニティー活動の促進)

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画及び事業の効果】
　①区長等事務費交付金…各区長や班長等の連絡事務経費を助成し、行政事業を推進。
　②集落運営交付金…一般活動経費を助成し、円滑な集落運営を図る。
　③自主防災組織運営交付金…災害訓練や機械維持経費を助成。防災意識を高揚・啓発。
　④防犯灯維持管理交付金…集落が管理する防犯灯の維持経費を助成し、安全を推進。
　⑤防犯灯設置等交付金…集落が設置する防犯灯の設置費等を助成し、防犯強化を図る。
　⑥集落活性化事業交付金…集落の活性化に資する各種事業に対する支援を行う。

６．財源の説明 【補助金】
　【国庫支出金】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　335千円
　【繰入金】ふるさと振興まちづくり基金積立金　121千円
　【都道府県支出金】防災・危機管理対策交付金　△259千円 【実施計画】
　【一般財源】　△1,236千円 部

章
節

細節

1,862

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 121 941 1,062
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △1,236 32,836 31,600

県支出金 △259 810 551
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 3,500 3,500

事業

0051 集落支援事業 (簡略番号：022240) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,039 39,614 38,575 34,734 3,842

財
源
内
訳

国庫支出金 335 1,527

　する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,039 △1,039
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　集落が実施する交流活動や防災活動等に対して、世帯数や事業規模に応じて交付金を交付 02 給料 17 備品購入費

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

　今年度見込数減に伴い不用額が生じる見込みとなったため、予算を減額するものである。 05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △1,039 △1,039

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020101242 物価高騰対応重点支援地方創生 335

都道府県支出金 15020101413 防災・危機管理対策交付金（自 △259
繰入金 18021101001 ふるさと振興まちづくり基金繰 121

02款 01項 06目 005100000事業 集落支援事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

　【補正の内容】
　実績に伴う減額補正。

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活力ある元気なまち（観光産業の振興）
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興）
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」 【特定財源の内訳】

５．本年度の計画効果
　【事業の効果】
　地域おこし協力隊及び地元ボランティアとの活動を通じた緑化維持を図った。天女キャラ
　クターグッズを作成しPRに努めた。
　

６．財源の説明
　【寄附金】　  天女のふる里東郷湖「花」基金寄付金     △800千円
　【財産収入】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1千円
　【繰入金】　　天女のふる里東郷湖「花」基金繰入金　    △29千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　△452千円 【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0053 天女のふる里づくり事業 (簡略番号：032338) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,280 8,259 6,979 4,847 2,133

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　東郷池の象徴である「天女」を活用したまちづくりを推進する。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △828 2,545 1,717
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △452 5,714 5,262

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　旅費△119千円、交付金△362千円、積立金△799千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △362 △362
　地域おこし協力隊活動経費及び宇宙サミットへの不参加による減額 04 共済費 19 扶助費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費 △119 △119 23 投資及び出資金
２．根拠法令 09 交際費 24 積立金 △799 △799

15 原材料費 合　計 △1,280 △1,280

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
寄附金 17010101003 天女のふる里東郷湖「花」基金 △800

財産収入 16010201418 天女のふる里東郷湖「花」基金 1

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

繰入金 18021301001 天女のふる里東郷湖「花」基金 △29

02款 01項 06目 005300000事業 天女のふる里づくり事業

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　【補正の内容】
　実績見込額に基づき減額するもの。補助金（△377千円）

２．根拠法令
　湯梨浜町地域にぎわい創出事業補助金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり（コミュニティー活動の促進)
　【SDGs】目標11「住み続けられるまちづくりを」 【特定財源の内訳】

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　地域が実施する「祭り,運動会,芸能大会,スポーツ大会,文化祭」に対して補助金を交付。
　【設定地域】
　12地域（羽合：7地域、東郷：4地域、泊：1地域）
　【事業の効果】
　補助金の交付により、地域住民が協調して自主的に事業を計画・実施することで、地域内
　における連携体制の強化を図り、にぎわいを創出することができる。

６．財源の説明
　【地方債】　過疎対策事業債（地域にぎわい創出事業）△200千円 【補助金】
                                           (充当率100％、交付税措置70％)
　【繰入金】　元気なまちづくり基金繰入金　　　　　　△200千円
　【一般財源】                             　　　　　  23千円 【実施計画】

部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △200 2,000 1,800
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 23 21 44

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △200 1,500 1,300

事業

0054 地域にぎわい創出事業 (簡略番号：033328) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △377 3,521 3,144 3,139 6

財
源
内
訳

国庫支出金

　助金を交付する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △377 △377
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　地域が主体的に取り組む「祭り・運動会・芸能大会・スポーツ大会・文化祭」に対して補 02 給料 17 備品購入費

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

　地域の活動実績に伴い不用額が生じる見込みとなったため、予算を減額するものである。 05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △377 △377

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
繰入金 18020401001 元気なまちづくり基金繰入金 △200
地方債 21010104007 過疎対策事業債（地域にぎわい △200

02款 01項 06目 005400000事業 地域にぎわい創出事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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款 02 01 目

大
中
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金 △52 1,238 1,186
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債 200 200

事業

0115 地方路線バス維持事業 (簡略番号：001296) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 8,628 20,262 28,890 6,778 22,113

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　路線バス運行の赤字補填のため、運行事業者に補助金を交付するもの。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 8,680 18,824 27,504

　係る赤字額が増加したことに伴う補助金の増額補正 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【事業の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 8,628 8,628
　利用者減に伴う収入減及び町負担率の増、燃料費・人件費の上昇により、路線バス運行に 04 共済費 19 扶助費

　　　　　　　　②小浜-はわい温泉・清谷・倉吉駅・西倉吉町-西倉吉 09 交際費 24 積立金
　　　　　　　　③西倉吉-倉吉パークスクエア・倉吉駅・松崎-北方入口 10 需用費 25 寄附金

　■国庫補助路線維持費補助金　7,901千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　≪運行系統名≫①西倉吉-倉吉駅・清谷・長瀬東口-石脇車庫 08 旅費 23 投資及び出資金

　■単町補助路線維持費補助金　85千円 13 使用料及び賃借料 予備費
　≪運行系統名≫北方入口-石脇車庫 14 工事請負費

　■広域バス補助路線（単県補助）642千円 11 役務費 26 公課費
　≪運行系統名≫西倉吉-倉吉パークスクエア・倉吉駅・松崎-北方入口 12 委託料 27 繰出金

３．用地の状況

４．基本計画との関連

15 原材料費 合　計 8,628 8,628
２．根拠法令
　（国）地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　（町）湯梨浜町補助金等交付規則・湯梨浜町高齢者定期券購入費助成要綱 都道府県支出金 15020101201 広域バス路線維持費補助金 △52

　【本年度の計画】
　①令和6年10月1日から令和7年9月30日までの路線バスの運行実績に応じて日本交通㈱に
　補助する。（国庫補助対象路線3路線（広域路線含）、単独路線1路線） 補助金等の名称
　【事業の効果】 補助基本額 補助率 補助金額
　住民生活に必要なバス路線の維持等を行い、利便性の向上を図ることができる｡

　【第４次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実）
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【県支出金】△52千円（広域バス路線維持費補助金）
　【一般財源】8,680千円

02款 01項 06目 011500000事業 地方路線バス維持事業



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債 △600 1,900 1,300

事業

0127 ジュニアグラウンド・ゴルフ発祥地大会補助金 (簡略番号：001338) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △606 2,763 2,157 2,763 △606

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町及び公益社団法人日本グラウンド・ゴルフ協会の主催で全国の小学生からの参加者を募 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 802 802
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △6 61 55

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　事業実績見込額により不用額が生じることとなったため、予算を減額するものである。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　り、グラウンド・ゴルフ発祥の地である湯梨浜町で大会を開催し、ジュニアスポーツ人口 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △606 △606
　の拡大と青少年の健全育成を図る。 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　見込額に合わせ、減額補正するものである。補助金（△606千円） 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

　【本年度の計画】
　第20回ジュニアグラウンド・ゴルフ発祥地大会の開催
　・期日：令和7年8月2日（土）～3日（日）
　・会場：グラウンドゴルフのふるさと公園「潮風の丘とまり」ほか

　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（生涯にわたる健やかな健 15 原材料費 合　計 △606 △606
　康づくりと運動、スポーツの推進）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 地方債 21010104004 過疎対策事業債（ジュニアグラ △600

　より、地域の活性化が期待される。
　

補助金等の名称
６．財源の説明 補助基本額 補助率 100.0% 補助金額
　【地方債】過疎対策事業債（ジュニアグラウンドゴルフ発祥地大会）△600千円

　・募集人数：180名（小学生の部）、60名（付添者の部）
　【事業の効果】
　本大会を通して、青少年へのグラウンド・ゴルフの普及が図られるとともに、世代間や地
　域を超えた交流推進を図ることができる。また、地域の産業や観光資源を活用することに

                                                      (充当率100％、交付税措置70％)
実施
計画

実施計画
　【一般財源】△6千円 計 上 額

02款 01項 06目 012700000事業 ジュニアグラウンド・ゴルフ発祥地大会補助金

－13－
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款 02 01 目

大
中
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0213 総合計画策定事業 (簡略番号：001418) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △327 2,381 2,054 548 1,507

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 △187 △187 16 公有財産購入費
　第4次湯梨浜町総合計画の基本計画の期間が令和7年度末をもって満了するにあたり、第5 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △327 2,381 2,054

　総合計画審議会の開催実績により減額補正を行うもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　次総合計画の策定作業を行うものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　総合計画審議会開催に伴う委員報酬の減額。（△187千円） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　住民アンケートの送付および回収実績による通信運搬費の減額。（△140千円） 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　湯梨浜町総合計画審議会条例／湯梨浜町総合計画審議会運営規則 11 役務費 △140 △140 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　◇新たな時代に即した持続可能でより発展的な計画となるよう、住民と協働しながら、
　策定作業を進める。
　◇令和8年度から令和17年度までの10年間の基本構想及び令和12年度までの5年間の基本
　計画を策定する。

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △327 △327

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】

６．財源の説明
　【一般財源】　△327千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　【事業の効果】
　社会経済情勢の急激な変化に的確に対応し、将来にわたってまちの魅力と活気を維持
　向上させ、持続可能なまちづくりを総合的に推進することができる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 021300000事業 総合計画策定事業



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △900 6,700 5,800

事業

0221 さくら工芸品工房管理運営臨時経費 (簡略番号：040500) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,053 8,008 6,955 6,946 10

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　さくら工芸品工房３階廊下の天井が雨漏りしているため、屋上の防水改修工事を行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △153 1,308 1,155

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　工事請負費　△1,053千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　さくら工芸品工房屋上防水改修工事に請負差金が生じたため。 04 共済費 19 扶助費

　さくら工芸品工房の設置及び管理に関する条例 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり 14 工事請負費 △1,053 △1,053

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　屋上全面の防水改修工事及び不用品の処分。
　【補正の効果】
　施設利用者に安全で快適な環境が提供できるとともに、誘客効果が期待できる。

　【ＳＤＧｓ】目標8「働きがいも経済成長も」 15 原材料費 合　計 △1,053 △1,053

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】 地方債 21010102006 公共施設等適正管理推進事業債 △900

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【地方債】公共施設等適正管理推進事業債(さくら工芸品工房屋上防水改修工事事業
            　 △900千円（充当率90％、交付税措置50％）
　【一般財源】 △153千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 022100000事業 さくら工芸品工房管理運営臨時経費

－15－



－16－

款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 027600000事業 若者夫婦・子育て世代住宅支援事業

　込みとした。
　【事業の効果】
　若者・子育て世代の定住と県内外から地域を支える人材(移住者)の呼び込みが図られる。

６．財源の説明
　【一般財源】  △1,242千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進）
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ町民みんなが創るまち（移住定住の促進）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　制度広報に努め、前年度債務負担行為分を含め46件の実施を見込み進めたが43件の実績見

２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金
　湯梨浜町若者夫婦・子育て世代住宅支援事業補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △1,242 △1,242

　実績見込により、補助金を減額補正する。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　補助金△1,242千円 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費

　①　住宅新築・購入　補助率5/100　補助金上限500千円 04 共済費 19 扶助費
　（ただし、国が規定する中山間地域　補助率6/100　補助金上限600千円） 05 災害補償費 20 貸付金
　②　土地開発公社分譲地への新築　補助率10/100　補助金上限1,000千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　いずれかが３５歳以下の夫婦又は中学生以下の子ども２人以上を養育する世帯が、町内に 02 給料 17 備品購入費
　住宅を新築・購入する経費を補助し、住環境づくりを支援して若者層の定住を促進する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,242 △1,242

事 業 費 △1,242 24,710 23,468 16,064 7,405

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 7,800 7,800
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △1,242 16,910 15,668

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0276 若者夫婦・子育て世代住宅支援事業 (簡略番号：035312) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 027900000事業 三世代同居世帯等支援事業

６．財源の説明
　【県支出金】鳥取県空き家化抑制同居推進事業補助金　△1,000千円
　【一般財源】△391千円

補助金等の名称 鳥取県空き家化抑制同居推進事業補助金
補助基本額 △2,000 補助率 50.0% 補助金額 △1,000

実施
計画

実施計画
計 上 額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】県空き家化抑制補助金を活用して多世代同居整備支援を含め2件の実施
　を見込み進めたが通常分2件の実績見込みとした。空き家化抑止多世代同居住宅整備事業
　補助金は新年度から別事業立てとして推進する。
　【事業の効果】移住定住の促進、家族で支えあう安心生活の推進、将来の空き家化抑制

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △1,391 △1,391
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ町民みんなが創るまち（移住定住の推進）
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【SDGs】目標11「住み続けられるまちづくりを」 都道府県支出金 15020101465 空き家化抑制同居推進事業補助 △1,000

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　湯梨浜町三世代同居世帯等支援事業補助金交付要綱 10 需用費 25 寄附金
　湯梨浜町多世代同居住宅整備支援事業補助金交付要綱 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金

　実績見込みにより、補助金を減額補正する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　補助金△1,391千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　三世代同居を推進するため、住宅の新築や改修費用等に対して補助金を交付する。 02 給料 17 備品購入費
　補助金額　新築・増築・改修　上限額500千円（中山間地域は600千円） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,391 △1,391
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

地方債 1,000 1,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △391 500 109

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0279 三世代同居世帯等支援事業 (簡略番号：035320) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,391 2,500 1,109 509 600

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △1,000 1,000

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 028700000事業 地域おこし協力隊事業（生涯活躍のまち）

　っていない。
　【事業の効果】
　首都圏等からの新しい人材による住民・団体等との協働活動により、経済・社会活動の活
　性化と地域の魅力向上、および移住定住の促進が図られる。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明
　【一般財源】△1,426千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【SDGs】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　地域おこし協力隊の活動により、生涯活躍のまち構想の推進と地域活性化を図る。移住・
　空き家対策担当1名（任期R7.10月末まで）に加え、湯梨浜まちづくり株式会社との連携に
　よる拠点施設の活用、空き家の掘り起し、定住促進などを図る人材を募集したが採用に至

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【町総合計画】安全で住みやすいまちづくり(移住定住の推進) 15 原材料費 合　計 △1,426 △1,426
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅱ　安心して暮らせるまち（地域福祉の推進）
　　　　　　　　　　　基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（移住定住の推進／にぎわい創 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　　　　　　　　　　　　　　　出や拠点の形成）

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　地域おこし協力隊推進要綱（総務省）、湯梨浜町地域おこし協力隊設置要綱 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　令和7年11月から採用を見込んでいた空き家利活用・移住促進担当の新規隊員1名が採用に 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　至っていないため、報酬、共済費、交付金（活動費）を減額補正する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 △723 △723 16 公有財産購入費
　地域おこし協力隊を任命して湯梨浜まちづくり株式会社と連携し、拠点施設の活用や移住 02 給料 17 備品購入費
　定住の促進、空き家の活用、地域活性化のためのイベント開催や情報発信活動を展開して 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △559 △559
　生涯活躍のまち構想の推進を図る。 04 共済費 △144 △144 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △1,426 4,287 2,861

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0287 地域おこし協力隊事業（生涯活躍のまち） (簡略番号：036311) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,426 4,287 2,861 2,511 351

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0296 地域おこし協力隊起業・事業承継支援事業 (簡略番号：038644) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,000 3,000 1,000 1,000

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　任期終了前後の地域おこし協力隊員に対し、起業や事業承継に係る経費を助成することで 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 商－その他 一般財源 △2,000 3,000 1,000

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　当初3名分の補助金を見込んでいたが、2名分の補助金について減額する必要が生じたもの 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　定員の定住・定着を支援するとともに、新たな事業を支援することで、地域の活性化を図 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △2,000 △2,000
　るもの。 04 共済費 19 扶助費

　補助金2名分（200万円）を減額補正するもの。 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　である。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　湯梨浜町地域おこし協力隊起業・事業承継支援補助金 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町地域おこし協力隊推進要綱 12 委託料 27 繰出金

　【SDGs】目標11「住みつづけられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △2,000 △2,000

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（商工業の振興）

６．財源の説明
　【一般財源】　　△2,000千円（特別交付税措置　上限100万円/人）

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　補助金の支出により隊員の起業に対する負担を軽減し、定住・定着を促進する。
　【事業の効果】
　補助金の交付により隊員の起業等に対する負担を軽減し、定住・定着を促進する。

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 029600000事業 地域おこし協力隊起業・事業承継支援事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 029700000事業 空き家利活用流通促進事業補助金

　【事業の効果】
　空き家の利活用と移住定住による地域の活性化が図られる。

６．財源の説明 補助金等の名称 鳥取県空き家利活用流通促進事業補助金
　【県支出金】鳥取県空き家利活用流通促進事業補助金　△1,133千円 補助基本額 △1,700 補助率 66.6% 補助金額 △1,133
　【一般財源】△567千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進）
　【SDGｓ】目標11　「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　当初予算にて住宅活用型を3件、非住宅活用型1件を見込み進めたが、非住宅活用型1件の
　実績見込みとした。

　県空き家利活用流通促進事業補助金補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
　湯梨浜町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △1,700 △1,700
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 都道府県支出金 15020101229 空き家利活用流通促進事業補助 △1,133

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　補助金△1,700千円 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

　①　住宅活用型　　補助上限額500千円（中山間地域は600千円） 05 災害補償費 20 貸付金
　②　非住宅活用型　補助上限額900千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　実績見込みにより、補助金を減額補正する。 08 旅費 23 投資及び出資金

補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　2年以上空き家となっている物件の利活用を行う者に対し、改修経費や家財道具の処分費 02 給料 17 備品購入費
　等を補助することで、物件の利活用を推進し、空き家の流通を促進する。国が規定する中 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,700 △1,700
　山間地域の空き家の住宅活用に対する補助上限額を10万円増額して実施する。 04 共済費 19 扶助費

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0297 空き家利活用流通促進事業補助金 (簡略番号：038693) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,700 2,600 900 900

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △1,133 1,733 600

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △567 867 300

１．事業の概要と必要性 節
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(交通環境の充実)
　SDGｓ目標１１　住み続けられるまちづくりを

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　駅舎を含めた今後の検討が必要
　【事業の効果】
　駅利用者の利便性の向上を図ることができる。

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債 △3,400 3,400

事業

0306 駅舎改修等整備事業 (簡略番号：041160) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,442 3,442

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　JR松崎駅に役場管理のトイレ設計費用を計上していたが、JRと駅舎も含めた取り壊し、 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △42 42

　　JR西日本が進める駅舎のシンプル化に伴い、トイレを含む駅舎のあり方を一体的に検討 05 災害補償費 20 貸付金
　する必要があるため減額するもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　または譲渡等の検討が必要となり未実施。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金　　設計費用の減額補正　△3,442千円

２．根拠法令

15 原材料費 合　計 △3,442 △3,442

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
地方債 21010104014 過疎対策事業債（駅舎新築改修 △3,400

12 委託料 △3,442 △3,442 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

６．財源の説明
　【地方債】過疎対策事業債　△3,400千円(充当率100％、交付税措置70％)
　【一般財源】 △42千円
　

02款 01項 06目 030600000事業 駅舎改修等整備事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

２．根拠法令
　湯梨浜町共助交通支援事業実施要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実）
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」

【特定財源の内訳】
５．本年度の計画効果
　【事業の効果】
　高齢者や交通弱者等の日常生活における移動手段の一定の確保が可能になるとともに、集
　落等が取り組みを行うことにより集落活動の活性化を図ることができた。
　

６．財源の説明
　【一般財源】△165千円

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0313 新たな交通体系支援事業 (簡略番号：041993) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △165 330 165 125 41

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　集落等が取り組む移動支援活動に対し、支援・補助を行うものである。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △165 330 165

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　実績に伴う減額補正　補助金△165千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △165 △165
　２自治会の利用を見込んでいたが、1自治会の申請となったことによる。 04 共済費 19 扶助費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △165 △165

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 06目 031300000事業 新たな交通体系支援事業

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 06目 031500000事業 企業版ふるさと納税事業

　【本年度の計画】
　マッチング支援サービスを活用するなど積極的な寄附募集を行い、制度活用を推進する。
　【事業の効果】
　民間資金を活用して地方創生事業を実施し、町財政の負担を軽減することができる。併せ
　て官民連携による企業とのパートナーシップを構築し、地方創生事業のより一層の深化が
　図られる。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明
　【 寄附金 】1,800千円（企業版ふるさと納税寄附金）　　

実施
計画

実施計画
　【財産収入】　　6千円（企業版ふるさと納税基金利子）　　　 計 上 額
　【一般財源】△184千円

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【地域再生計画】湯梨浜町まち・ひと・しごと創生推進計画 寄附金 17010101004 企業版ふるさと納税寄附金 1,800
　【町総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（健全な財政運営の推進） 財産収入 16010201424 企業版ふるさと納税基金利子 6
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（にぎわい創出や拠点の形成）
　【SDGs】目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」

５．本年度の計画効果

　湯梨浜町企業版ふるさと納税基金条例 12 委託料 27 繰出金
　湯梨浜町企業版ふるさと納税実施要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 1,622 1,622

　普通旅費△129千円　手数料△55千円　積立金1,806千円 08 旅費 △129 △129 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金 1,806 1,806

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　地域再生法 11 役務費 △55 △55 26 公課費

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　寄附実績に基づいて、マッチング支援サービス手数料等を減額するとともに、積立金を増 05 災害補償費 20 貸付金
　額補正する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　国が認定した地域再生計画「湯梨浜町まち・ひと・しごと創生推進計画」に掲げる事業 02 給料 17 備品購入費
　について企業から寄附を受け、地方創生のさらなる充実・強化を図る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0315 企業版ふるさと納税事業 (簡略番号：042707) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,622 512 2,134 59 2,076

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,806 204 2,010
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △184 308 124

１．事業の概要と必要性
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0316 SDGs推進事業 (簡略番号：042769) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △572 572

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　国際社会共通の目標であるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の更なる推進を図るため、町 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △572 572

　SDGs・脱炭素社会推進会議およびセミナーの開催は、地球温暖化防止実行計画の進捗に合 05 災害補償費 20 貸付金
　わせて実施することとするため減額するもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　民及び関係団体・事業者等と連携して総合的な取組を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　 09 交際費 24 積立金
10 需用費 △207 △207 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 △132 △132 22 償還金､利子及び割引料

　報償費、委託料など　△572千円 08 旅費 △5 △5 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 △8 △8 26 公課費
12 委託料 △220 △220 27 繰出金

　

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △572 △572
　第４次総合計画（全般）　　　　第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略（全般）
　ＳＤＧｓ　全目標（１～１７） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　

　小中学校での総合学習などにより、SDGsの推進を図ることができる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　一般財源：△572千円 補助基本額 補助率 補助金額

　①東郷池の豊かな恵みをつなぐ湯梨浜Well-beingタウンプロジェクト検討
　②わたしのSDGs行動宣言
　③SDGsに関する授業教材の提供
　【事業の効果】

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 031600000事業 SDGs推進事業
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　皆減

２．根拠法令
　湯梨浜町特定非営利活動法人設立支援補助金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】
　　共に支え合う町民が主役のまちづくり（コミュニティー活動の促進） 【特定財源の内訳】
　【地方創生総合戦略】
　　基本目標Ⅲ 町民みんなが創るまち（まちのにぎわい創出や拠点の形成）
　【SDGs】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】　
　町内で設立されたＮＰＯ法人に対して、設立に要する費用の一部を助成する。
　【事業の効果】
　ＮＰＯ法人の設立当初の安定的な運営を図ることができ、また、社会貢献活動による地域
　の活性化及び町民等との協働によるまちづくりを推進することができる。

６．財源の説明 【補助金】
　【一般財源】△100千円

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △100 100

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0317 特定非営利活動法人設立支援事業 (簡略番号：042937) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △100 100

財
源
内
訳

国庫支出金

　経費の一部（4分の3）を助成するもの。（上限100千円） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △100 △100
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　特定非営利活動（ＮＰＯ）法人の認証を取得した町内の団体に対して、その設立に要した 02 給料 17 備品購入費

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

　ＮＰＯ設立に関する相談が無かったため、減額するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △100 △100

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

02款 01項 06目 031700000事業 特定非営利活動法人設立支援事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

－25－
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0319 総合計画進捗評価事業 (簡略番号：043576) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △18 18

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　第４次総合計画の実施状況、進捗状況等について外部委員を含む評価・点検を行うもので 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △18 18

　総合計画外部評価委員会開催に要する費用の減額補正。 05 災害補償費 20 貸付金
　本年度は総合計画審議会による計画策定を優先し、総合計画外部評価委員会の開催を見合 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　ある 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　報償費（△15千円）および役務費（△3千円）の減額 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　わせたもの。 07 報償費 △15 △15 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 △3 △3 26 公課費
　湯梨浜町総合計画評価委員会設置要綱 12 委託料 27 繰出金

　【本年度の計画】
　◇第４次総合計画(期間:令和３年度～７年度)について、令和6年度においての事業の進
　　捗状況や効果について評価検証を行うとともに、ＳＤＧｓの達成度評価も併せて実施
　【事業の効果】

15 原材料費 合　計 △18 △18
４．基本計画との関連

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果

　【一般財源】　△18千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　計画の評価・点検と多角的な視点による指標設定により、町の将来像を見据えた総合的か
　つ計画的なまちづくりが推進できる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 031900000事業 総合計画進捗評価事業



款 02 01 目

大
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小
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0321 中学校跡地施設整備事業 (簡略番号：043602) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △17,567 22,567 5,000 5,000

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　中学校等跡地の有効利用に必要となる上下水道整備を行うための負担金。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △17,567 22,567 5,000

　路事業の進捗に合わせて、上下水道管敷設工事の計画を変更し、当該工事を縮小したこと 05 災害補償費 20 貸付金
　により工事費負担金を減額するもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △17,567 △17,567
　旧北溟中学校等跡地の道路設置に合わせて、上下水道管の布設を行う予定であったが、道 04 共済費 19 扶助費

　旧北溟中学校跡地上水道管敷設工事負担金　△13,040千円 09 交際費 24 積立金
　旧北溟中学校グラウンド及び野球場に係る下水道受益者負担金　△4,527千円 10 需用費 25 寄附金

　上水道管敷設のうち区画内の西側箇所は、来年度に実施予定とする。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　　※共に令和8年度にて、改めて予算計上を行う予定。 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　　　　　　　　　 にぎわいと活力あるまちづくり（誘致体制の整備）
　【ＳＤＧｓ目標】 「８　働きがいも　経済成長も」　　　　

５．本年度の計画効果

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △17,567 △17,567

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（公共施設の跡地利用）

　【事業の効果】
　同用地のインフラを整備することによって、中学校等跡地の有効活用等に寄与する。
　 補助金等の名称
　 補助基本額 補助率 補助金額

　【本年度の計画】
　旧北溟中学校跡地内に上水道を延伸するための敷設工事を行う。工事費用は本科目で計上
　し、水道企業会計へ支出する。
　本年度は、町道北溟中学校北側に整備予定の道路用地内に上水道管を敷設するもの

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【一般財源】△17,567千円 計 上 額

02款 01項 06目 032100000事業 中学校跡地施設整備事業
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（住民参画社会の推進）
　【SDGｓ】目標11　「住み続けられるまちづくりを」 【特定財源の内訳】
　

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　R7年度は、17名の委員により会議を6回開催。
　町の現状把握、課題の発見や解決策等について話し合ってもらい、委員から町への事業提
　言を行ってもらった。
　
　【事業の効果】
　若者の町政への参画を促し、若者ならではの視点を活かした魅力あるまちづくりを行うこ
　とで、移住定住の促進、担い手育成などのまちの課題解決につなげることができる。

【補助金】
６．財源の説明
　【県支出金】△110千円（市町村創生交付金）　
　【一般財源】　 10千円 【実施計画】

部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金 △110 110
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0323 湯梨浜町若者会議事業 (簡略番号：044228) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △100 496 396 283 114

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　若者（高校1年生から35歳までの町内在住・在学・在勤・出身者等を想定）で構成する「 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 10 386 396

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　令和7年度の申請見込件数に伴い減額補正。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ゆりはま若者会議」を開催し、町の課題解決等に向けた話し合いのうえ、町に対する政策 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △100 △100
　提言等を行ってもらう。 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　補助金（△100千円） 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △100 △100

11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020101001 市町村創生交付金 △110

02款 01項 06目 032300000事業 湯梨浜町若者会議事業

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0326 ハワイ郡との共同によるコーヒー開発事業 (簡略番号：045477) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △398 1,518 1,120 1,000 120

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　ハワイ島カウ地区で生産されるカウコーヒーと、湯梨浜町で加工する梨シロップを融合し 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △398 1,518 1,120

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　湯梨浜まちづくり㈱のPR等活動実績に合わせ、補助金の額を見直すもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　たオリジナルの湯梨浜ペア―・カウコーヒーの商品化に伴い、販売促進のためのＰＲ活動 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △398 △398
　への助成を湯梨浜まちづくり㈱に行う。 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・補助金の減額　　　△398千円 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　ペアー・カウコーヒーを全国的にＰＲ、販売促進するための費用を輸入・販売元であるま
　ちづくり会社へ補助金として助成する。

　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興） 15 原材料費 合　計 △398 △398
　【SDGｓ】目標11　「住み続けられるまちづくりを」
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　【補正の効果】
　湯梨浜町にしかないオリジナル商品として広く認識してもらうことにより、湯梨浜町の明
　るい話題づくりと、コーヒーを通じた交流の定着化を図る。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

　まちづくり会社では、発売記念価格（定価の2/3での販売、4オンス200袋相当分）の設定
　やPR動画、ポスターを活用した即売促進を行い、知名度の向上と販路拡大とにより、ブラ
　ンド化を図る。
　

　【一般財源】△398千円
実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 032600000事業 ハワイ郡との共同によるコーヒー開発事業
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金 △160 300 140
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0329 湯梨浜町マルシェ開催事業補助金 (簡略番号：045739) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △319 600 281 281

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内で地域産物等を販売するマルシェを開催する個人、団体等に対し、運営費用を補助す 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △159 300 141

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　補助金申請件数が見込みより少なかったことにより不用額が生じた。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ることにより、地域活性化や買物機運の醸成を図る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △319 △319
　　補助率：10/10・補助金上限：300千円 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　補助金（△319千円） 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　湯梨浜町マルシェ開催事業補助金交付要綱 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　鳥取県買物環境確保推進交付金を利用し、個人、団体等がマルシェを開催する際に必要な
　広報、会場関係経費に対し補助を行う。

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △319 △319
　【第４次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（商工業の振興）
　【ＳＤＧｓ目標】「１１　住み続けられるまちづくりを」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

都道府県支出金 15020101462 鳥取県買物環境確保推進交付金 △160

　【県補助金】△160千円（鳥取県買物環境確保推進交付金）
　【一般財源】△159千円

補助金等の名称 鳥取県買物環境確保推進交付金
補助基本額 280 補助率 50.0% 補助金額 140

　【事業の効果】
　住民、生産者、事業者同士の交流や地域の活性化を図ることができる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 06目 032900000事業 湯梨浜町マルシェ開催事業補助金
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

総務費 項 総務管理費 08 電算事務処理費 所属 0101010100-0000 総務課

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 338 338
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △31,755 104,909 73,154

2,462 1 2,463
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0010 電算処理経常経費 (簡略番号：001573) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △29,293 105,248 75,955 55,133 20,823

財
源
内
訳

国庫支出金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり(効率的な行政運営の推進)

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　住民記録・財務会計等の各種業務についての電算処理を適正に保守・管理を行うととも
　に、自治体情報システムの標準化に伴う環境構築を行う。
　【補正の効果】
　　行政事務の電算処理の適切な運用を図ることができる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　 2,462千円（デジタル基盤改革支援補助金）
　【一般財源】　△31,755千円

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　住民記録・財務会計・電子決裁等の行政事務の電算処理に係る鳥取県情報センターへの
　システム保守・管理の委託経費。（当該処理業務システムのソフト使用料、バッチ処理料
　及び機器の保守管理及び県情報ネットワーク接続等に要する経費）加えて、自治体情報シ
　ステムの標準化に伴うガバメントクラウド接続に係る利用料経費。
　【補正の必要性】
　　自治体情報システムの標準化に伴うガバメントクラウド利用料について、利用時間を必
　要最小限に止める等の取り組みにより、当初の想定を大きく下回る見込みとなったため、
　利用料の補正を行うもの。
　【補正の内容】
　・使用料及び賃借料　△29,293千円

２．根拠法令

３．用地の状況

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

15 原材料費 合　計 △29,293 △29,293

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020101246 デジタル改革支援補助金 2,462

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 △29,293 △29,293 予備費
14 工事請負費

補助金等の名称 デジタル基盤改革支援補助金
補助基本額 7,120 補助率 補助金額 2,462

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 08目 001000000事業 電算処理経常経費
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 09 防災諸費 所属 0101010100-0000 総務課

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △946 946

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債 △600 600

事業

0226 被災者支援システム事業 (簡略番号：045072) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,546 1,546

財
源
内
訳

国庫支出金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（災害に強いまちづくりの推進）
　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　令和6年度にシステムの利用を申し込み、本年度中にシステムの稼働を目指して作業を
　進めているが、通信設定ができなたいめに稼働に至っていない。（県内13市町村が同様の
　状態となっており、対応を検討中）
　【事業の効果】
　　避難行動要支援者の管理、被害状況の把握、り災証明の発行を管理することができる。
　　令和6年度に県内全市町村が本システムの利用申し込みをしたことにより令和7年度か
　ら3年間の特別措置が適用されシステム利用料が40％減額される。（ただし現在は、当面
　の間の無料期間となっており利用料は発生していない。）

６．財源の説明
　【地方債】　　△600千円（緊急防災・減災事業債（充当率100％、交付税措置70％））

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　住基ネットと連携し、平時は避難行動要支援者名簿の管理、支援物資の管理を行い、災
　害時には、避難所運営、被害状況の把握、被害認定調査、被災者台帳の作成、り災証明の
　発行等を支援するシステムを導入するもの。
　【補正の必要性】
　　住基システムの標準化により今年度の本システムの改修が不用になったこと及びコンビ
　ニ交付に係る手続きが令和9年度以降になったことにより全額不用となった。
　【補正の内容】
　・コンビニ交付試験出張旅費　 　△79千円　・住基システム改修費用　△627千円
　・コンビニ交付の試験環境構築　△648千円　・システム利用料　　　　△192千円

２．根拠法令
　災害救助法

３．用地の状況

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 △79 △79 23 投資及び出資金

15 原材料費 合　計 △1,546 △1,546

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
地方債 21010101005 緊急防災・減災事業債（被災者 △600

12 委託料 △1,275 △1,275 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 △192 △192 予備費
14 工事請負費

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 09目 022600000事業 被災者支援システム事業

　【一般財源】　△946千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 10目 012300000事業 情報化推進臨時経費

　デジタル活用による業務の効率化、高度化と地域DXの推進

６．財源の説明
　【県補助金】△　100千円（安心して住み続けられるふるさとづくり応援補助金） 補助金等の名称 安心して住み続けられるふるさとづくり応援補助金
　【一般財源】△5,398千円 補助基本額 △200 補助率 50.0% 補助金額 △100

実施
計画

実施計画
計 上 額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　DX推進アドバイザーを新たに任命してデジタル施策の確実な推進を図るとともに、ノーコ
　ードツールの導入により庁舎内業務の迅速化、高度化を進めるほか、デジタル技術の導入
　に取り組む自治会をモデル的に支援するなどデジタル活用の推進を図る。
　【事業の効果】

13 使用料及び賃借料 △24 △24 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △5,498 △5,498
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり(効率的な行政運営の推進) 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【ＳＤＧｓ】目標９「産業と技術革新の基盤をつくろう」 都道府県支出金 15020101464 安心して住み続けられるふるさ △100

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 △24 △24 25 寄附金
　自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画（令和2年12月25日総務省 11 役務費 △88 △88 26 公課費
　策定） 12 委託料 △4,978 △4,978 27 繰出金

　等の実績に伴う減額補正を行う。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　旅費△131千円　需用費△24千円　役務費△88千円　委託料△4,978千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　使用料及び賃借料△24千円　備品購入費△53千円　補助金△200千円 08 旅費 △131 △131 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　本町のデジタル化を加速し、行政サービスの効率化と高度化、住民利便性の向上を図る。 02 給料 17 備品購入費 △53 △53
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △200 △200
　ノーコードツール導入経費及びDX推進バイザー関連経費、自治会デジタル活用促進補助金 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △5,398 9,065 3,667

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 10 情報化推進費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0123 情報化推進臨時経費 (簡略番号：032165) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △5,498 9,215 3,717 1,698 2,020

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △100 150 50

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 11目 022100000事業 ゆりはまネット臨時経費

　【諸 収 入】　△1,122千円（県工事移転補償金）
　【一般財源】　△2,568千円
　

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

　ゆりはまネットに係る通信機器類の更新及び音声告知機等機器の購入、はわいバイパス改
　良工事に伴う光ケーブル支障移転工事を行う。なお、光ケーブル支障移転工事については
　関連する他社所有物件移設の遅延のため次年度に繰り越して実施する。
　【事業の効果】
　町内の超高速光ファイバー網の安定した維持及びサービスを行うことができる。

６．財源の説明

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費 △1,036 △1,036
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（情報通信環境の整備） 15 原材料費 合　計 △3,690 △3,690

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】 諸収入 20050302498 ゆりはまネット工事負担金 △1,122

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　湯梨浜町光ファイバーネットワーク施設の設置及び管理に関する条例 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 △2,654 △2,654 27 繰出金

　績に伴う減額補正を行う。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　委託料△2,654千円　工事請負費△1,036千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　ゆりはまネット機器の更新・整備等を実施する。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　設備更新委託業務及びはわいバイパス改良工事に伴う光ケーブル支障移転工事について実 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △1,122 3,916 2,794
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △2,568 87,493 84,925

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 11 ＣＡＴＶ費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0221 ゆりはまネット臨時経費 (簡略番号：001999) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,690 91,409 87,719 42,613 45,107

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 12 国際交流推進費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0110 国際交流員 (簡略番号：002029) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △888 7,982 7,094 5,401 1,694

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 △311 △311 16 公有財産購入費
　　湯梨浜町と姉妹都市であるアメリカ・ハワイ郡との交流や町の国際交流を推進するため 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △888 7,982 7,094

　　国際交流員の着任状況により、不用となった予算額を減額する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】△888千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　(一財)自治体国際化協会のJETプログラムを活用し、本町に国際交流員1名を配置する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △232 △232
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　湯梨浜町招致国際交流員就業規則 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 △345 △345 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（多様な交流の推進） 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　①姉妹都市交流先のハワイ郡との連絡調整、通訳（アロハフレンドシップ事業）
　②ハワイアンフェスティバルの連絡調整、通訳
　③英会話教室（小学生･一般･企業）、接客英会話教室、出張日本語教室を開催
　④英語指導、外国文化の情報提供  

　【SDGs】目標4「質の高い教育をみんなに」 15 原材料費 合　計 △888 △888

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】

６．財源の説明
　【一般財源】△888千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　⑤グラウンドゴルフの国際化等に向けた交流先との連絡調整　など
　【補正の効果】
　　姉妹都市のハワイ郡との交流推進や、町民の英語力や国際理解の向上を継続的に図るこ
　とができる｡

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 12目 011000000事業 国際交流員
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 13 ハワイアロハホール費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0110 ハワイアロハホール経常経費 (簡略番号：002187) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △837 41,475 40,638 30,616 10,023

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　ハワイアロハホールの適正な維持管理を実施する。 02 給料 17 備品購入費 △2 △2

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 △916 30,100 29,184
補助単独区分 目的区分 一般財源 79 11,375 11,454

　要がある。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 17 17 18 負担金､補助及び交付金

　来館者が安心安全に施設を利用できるよう設備機器の保守点検等維持管理を適切に行う必 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例 10 需用費 △448 △448 25 寄附金

　通勤手当:17千円、光熱水費:△679千円、委託料:△712千円、備品購入費:△2千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例施行規則 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △404 △404 27 繰出金

諸収入 20050302111 建物災害共済等共済金（まちづ 142
５．本年度の計画効果 諸収入 20050302235 アロハホール自動販売機設置 △20
　【本年度の計画】地域文化の拠点であり、緊急時には避難所となるハワイアロハホールの 諸収入 20050302238 ながせこども園電気代 △301
　適正な維持管理を実施する。 諸収入 20050302239 社会福祉協議会事務室電気代等 △11

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △837 △837
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（文化、伝統、豊かな自然
　の継承と再発見） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【ＳＤＧｓ目標】4.質の高い教育をみんなに 使用料 13010101201 アロハホール施設等使用料 △779

　【諸収入】アロハホール施設等使用料　　　　 △779千円
　　　　　　建物災害共済等共済金　　　　　　　 142千円
　　　　　　アロハホール自動販売機設置手数料　△20千円 補助金等の名称
　　　　　　ながせこども園電気代　　　　　　 △301千円 補助基本額 補助率 補助金額
　　　　　　社会福祉協議会事務室電気代等　　  △11千円

　【補正の効果】施設の維持管理を適切に実施することにより、町民の文化活動拠点を整え 諸収入 20050302713 ハワイアロハホール改修事業光 53
　、文化活動への参加を推進することができる。

６．財源の説明

　　　　　　アロハホール天井改修等工事電気代　　53千円
実施
計画

実施計画
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　 　　　 79千円　 計 上 額

02款 01項 13目 011000000事業 ハワイアロハホール経常経費
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 13 ハワイアロハホール費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △700 123,600 122,900

事業

0111 ハワイアロハホール臨時経費 (簡略番号：002250) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △170 145,742 145,572 134,096 11,477

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　施設・設備の老朽化に伴う必要箇所の修繕及び機器の改修等を実施する。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 530 22,142 22,672

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　修繕料　△170千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　大ホールワイヤレスマイクシステム修繕に請負差金が生じたため。 04 共済費 19 扶助費

　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例 09 交際費 24 積立金
　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例施行規則 10 需用費 △170 △170 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　ハワイアロハホールの適正な維持管理を行う。
　【補正の効果】

　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（文化、伝統、豊かな自然 15 原材料費 合　計 △170 △170
　の継承と再発見）
　【ＳＤＧｓ目標】4.質の高い教育をみんなに 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

地方債 21010102004 公共施設等適正管理推進事業債 △700

　【地方債】　　△700千円（公共施設等適正管理事業債（充当率90%、交付税措置50%））
　【一般財源】　  530千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　施設設備の老朽化が進む中、必要箇所の修繕を実施すると等を実施するとともに来館者に
　安全で快適な施設環境を提供することができる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 13目 011100000事業 ハワイアロハホール臨時経費
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 15目 000100000事業 生涯活躍のまち推進事業

　株式会社や地域づくり団体、町商工会等と連携し、移住定住と人材交流につながる経済活
　性化事業を実施する。3か年計画事業の3年目事業として実施。
　【事業の効果】
　移住定住の促進や地域活動の強化により、経済・社会活動の活性化が図られる。 補助金等の名称 新しい地方経済・生活環境創生交付金

補助基本額 △6,050 補助率 50.0% 補助金額 △3,025
６．財源の説明
　【国庫支出金】△3,025千円（新しい地方経済・生活環境創生交付金）

実施
計画

実施計画
　【 寄 附 金 】　△400千円（企業版ふるさと納税寄附金） 計 上 額
　【 一般財源 】△2,853千円

　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅱ　安心して暮らせるまち（地域福祉の推進） 寄附金 17010101004 企業版ふるさと納税寄附金 △400
　　　　　　　　　　　基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（移住定住の推進）
　【SDGs】目標8「働きがいも経済成長も」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　全世代・全員活躍のまちの実現に向け、顕在化している課題を踏まえ、湯梨浜まちづくり

　湯梨浜町兼業・副業人材活用事業補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △6,278 △6,278

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【町総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進） 国庫支出金 14020101248 新しい地方経済・生活環境創生 △3,025

　旅費△307千円　委託料△1,871千円　補助金△4,100千円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　地域再生法 12 委託料 △1,871 △1,871 27 繰出金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　関係人口PR業務の請負差額及びプロフェッショナル人材活用事業の実績に伴う委託料の減 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　額、並びに空き家定住促進利活用事業の実績見込による補助金の減額等を補正する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 △307 △307 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　地方創生事業として「多世代が充実安心して暮らせるまちづくり」に取り組む。地域活力 02 給料 17 備品購入費
　の循環とエリア全体の魅力創出を図り、若者定住と都市圏移住を受け入れる持続的な地域 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △4,100 △4,100
　社会の形成を目指す。 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △400 400
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △2,853 8,302 5,449

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 15 デジタル田園都市国家構想交 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0001 生涯活躍のまち推進事業 (簡略番号：036281) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △6,278 16,850 10,572 1,219 9,354

財
源
内
訳

国庫支出金 △3,025 8,148 5,123
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 15目 000300000事業 インバウンド促進事業（ＧＧ国際化推進）

　グラウンド・ゴルフ発祥地としての国際的認知度向上と外国人宿泊客誘致、経済活性化。

６．財源の説明
　【国庫支出金】　△729千円（新しい地方経済・生活環境創生交付金） 補助金等の名称 新しい地方経済・生活環境創生交付金
　【寄  附  金】　△300千円（企業版ふるさと納税寄附金）　 補助基本額 △1,458 補助率 50.0% 補助金額 △729
　【 財産収入 】　    5千円（グラウンド・ゴルフ国際化基金繰入金）　　　　　  　
　【 一般財源 】　△572千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【SDGs】目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」 寄附金 17010101004 企業版ふるさと納税寄附金 △300
財産収入 16010201419 グラウンド・ゴルフ国際化基金 5

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　国の交付金を活用し、国際連盟と連携した海外普及活動、用具提供や販売のほか、グラウ
　ンド・ゴルフや温泉など町の特長を生かした旅行商品造成などに取り組む。
　【事業の効果】

13 使用料及び賃借料 △5 △5 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △1,596 △1,596
４．基本計画との関連
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活力ある元気なまち（観光産業の振興） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（多様な交流の推進） 国庫支出金 14020101248 新しい地方経済・生活環境創生 △729

　旅費△131千円　消耗品費△462千円　修繕料△463千円　通信運搬費124千円　筆耕翻訳料 09 交際費 24 積立金 5 5
　△31千円　委託料△633千円　使用料及び賃借料△5千円　積立金5千円 10 需用費 △925 △925 25 寄附金

11 役務費 93 93 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △633 △633 27 繰出金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　実績に伴うトップセールスに係る旅費・消耗品費・使用料及び賃借料・筆耕翻訳料、中古 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　用具修繕料及び中古用具収集業務委託料の減額などによる補正を行う。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 △131 △131 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　本町発祥のグラウンド・ゴルフを誰もが取り組めるコミュニティスポーツとして世界に普 02 給料 17 備品購入費
　及させるべく、海外へのPR活動を行うとともに、公益社団法人日本グラウンド・ゴルフ協 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　会が主導する国際組織運営に協力する。 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △295 3,073 2,778
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △572 8,269 7,697

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 15 デジタル田園都市国家構想交 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課

事業

0003 インバウンド促進事業（ＧＧ国際化推進） (簡略番号：036991) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,596 18,208 16,612 6,564 10,049

財
源
内
訳

国庫支出金 △729 6,866 6,137
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時

－39－



－40－

款 02 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－徴税費 一般財源 △34 1,685 1,651

１．事業の概要と必要性 節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 徴税費 01 税務総務費 所属 0101010200-0000 町民生活課（税務）

事業

0111 固定資産評価システム管理事業 (簡略番号：002831) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,952 7,123 5,171 1,375 3,796

財
源
内
訳

国庫支出金 △1,918 5,438 3,520
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常

補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　固定資産評価システムの保守管理、各種利用支援、登記情報・評価データのバックアッ 02 給料 17 備品購入費
　プ等を行うとともに、固定資産税システムの標準化に伴うシステム改修を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　　入札請差等が生じたため、減額するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　委託料（固定資産土地評価システム保守業務）　　　　　　　　  △9千円　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　　　（　　〃　　　　　　　　　改修業務）（標準化対応）△1,918千円 08 旅費 23 投資及び出資金
　　使用料及び賃借料（固定資産土地評価システム利用料）         △25千円 09 交際費 24 積立金
　 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △1,927 △1,927 27 繰出金
　地方税法及び湯梨浜町税条例等 13 使用料及び賃借料 △25 △25 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △1,952 △1,952

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（健全な財政運営の推進） 国庫支出金 14020101246 デジタル改革支援補助金 △1,918
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　固定資産評価システムの正常な稼働及び保守を行うとともに、標準化システムの移行に
　伴い、改修事業を実施する。
　　　固定資産土地評価システム　　保守業務　
　　　　　　〃　　　　　　　　　　利用料　
　　　　　　〃　　　　　　　　　　改修業務（標準化対応）

６．財源の説明 補助金等の名称
　【国庫支出金】　△1,918千円（デジタル改革支援補助金） 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】　　△　 34千円
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 02項 01目 011100000事業 固定資産評価システム管理事業



款 02 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 徴税費 01 税務総務費 所属 0101010200-0000 町民生活課（税務）

事業

0112 固定資産評価支援事業 (簡略番号：002854) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △598 2,378 1,780 1,780

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－徴税費 一般財源 △598 2,378 1,780

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　地籍調査に伴う登記（図形データ）異動処理と登記異動データのチェックを行い、課税 02 給料 17 備品購入費
　情報を入力する。またシステムで使用している航空写真を更新する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　　入札請差及びデータ異動処理委託件数の減により減額するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　委託料（固定資産土地評価支援及び移動処理業務）△598千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　地方税法及び湯梨浜町税条例等 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 △598 △598 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（健全な財政運営の推進） 15 原材料費 合　計 △598 △598
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　固定資産土地評価支援及び異動処理業務
　　新年度課税に向けた地籍調査登記、登記異動データチェック（1～12月）

６．財源の説明
　【一般財源】　△598千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 02項 01目 011200000事業 固定資産評価支援事業

－41－



－42－

款 02 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 徴税費 01 税務総務費 所属 0101010200-0000 町民生活課（税務）

事業

0131 統合型GIS事業 (簡略番号：045937) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △541 9,427 8,886 1,553 7,334

財
源
内
訳

国庫支出金 △248 6,030 5,782
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－徴税費 一般財源 △293 3,397 3,104

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　統合型GISシステム（地理空間基盤）を県内の自治体で共同調達し、インターネット経 02 給料 17 備品購入費
　由してデジタル化された地図上で公共施設情報、防災情報、観光地の地理情報等を町民に 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △465 △465
　発信する。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　入札請差が生じたため減額するもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　委託料（道路台帳、下水道システム等データ入力） 　△76千円 08 旅費 23 投資及び出資金
　　負担金（統合型GISシステム導入費）　　　　　　　 △465千円 09 交際費 24 積立金
　 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △76 △76 27 繰出金
　地理空間情報活用推進基本法 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △541 △541

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（健全な財政運営の推進） 国庫支出金 14020101248 新しい地方経済・生活環境創生 △248
　【SDGｓ】目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　統合型GIS導入事業統合型GISシステムの導入
　　　委託料（道路台帳、下水道システム等データ入力）
　　　負担金（統合型GISシステム導入費）　　　　　　　

６．財源の説明
　【国庫支出金】　△248千円（新しい地方経済・生活環境創生交付金）
　【一般財源】　　△293千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 02項 01目 013100000事業 統合型GIS事業



款 02 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 戸籍住民基本台帳費 01 戸籍住民基本台帳費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0010 戸籍住民基本台帳経常経費 (簡略番号：003138) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,803 13,067 11,264 7,822 3,443

財
源
内
訳

国庫支出金 758 758
県支出金 20 20

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 6,214 6,214
補助単独区分 目的区分 総－戸籍・住民基本台 一般財源 △1,803 6,075 4,272

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　戸籍、住民基本台帳に係る窓口業務及び台帳の保存管理に係る業務を行う。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　戸籍情報システム機器リースについて、機器更改の時期変更（標準化の延期）に伴い、 04 共済費 19 扶助費
　月額の差額分を減額補正するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　使用料及び賃借料　△1,803千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　戸籍法、住民基本台帳法、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に 10 需用費 25 寄附金
　関する法律各施行規則等 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 △1,803 △1,803 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △1,803 △1,803
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進）
　　　SDGｓ　目標１６「平和と公正をすべての人に」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　戸籍、住民記録事務を、法律に則って迅速かつ適切に実施する。
　　人件費、消耗品費、委託費、使用料賃借料等
　【事業の効果】
　　住基、戸籍事務の適切な処理と、マイナンバーの導入に向けた事務を円滑に実施するこ
　とができる。

６．財源の説明
　【一般財源】　　△1,803千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 100.0% 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 03項 01目 001000000事業 戸籍住民基本台帳経常経費
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款 02 03 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 戸籍住民基本台帳費 01 戸籍住民基本台帳費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0017 戸籍番号制度システム整備費 (簡略番号：038423) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △259 6,951 6,692 2,576 4,117

財
源
内
訳

国庫支出金 △253 6,716 6,463
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－戸籍・住民基本台 一般財源 △6 235 229

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　社会保障・税番号制度システム整備事業のうち、戸籍事務へのマイナンバー制度導入に 02 給料 17 備品購入費
　係るものであり、氏名の振り仮名の法制化に対応するため、戸籍に記載する予定の氏名の 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　振り仮名を国民に通知し、戸籍へ記載する。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　国民への通知印刷、発送等について不要額を補正する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　需用費（印刷製本費）△61千円 08 旅費 23 投資及び出資金
　　役務費（通信運搬費）△98千円 09 交際費 24 積立金
　　委託料（委託料）　 △100千円 10 需用費 △61 △61 25 寄附金
　　 11 役務費 △98 △98 26 公課費

12 委託料 △100 △100 27 繰出金
２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 14 工事請負費
　・戸籍法 15 原材料費 合　計 △259 △259

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020101210 社会保障・税番号制度システム △253

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進）
　　SDGｓ　目標１６「平和と公正をすべての人に」

５．本年度の計画効果
　【事業の計画】
　　戸籍振り仮名の通知、記載するための作業を円滑に実施する。
　【事業の効果】
　　法務省の示すスケジュールに従い、遅滞なく通知発送等を進めることができた。

６．財源の説明 補助金等の名称 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
　【国庫支出金】△253千円（社会保障・番号制度システム整備費補助金） 補助基本額 6,463 補助率 100.0% 補助金額 6,463
　【一般財源】　　△6千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 03項 01目 001700000事業 戸籍番号制度システム整備費



款 02 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

総務費 項 統計調査費 02 委託統計費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

県支出金 △733 8,651 7,918
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0122 国勢調査 (簡略番号：003863) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △733 8,652 7,919 7,842 78

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 △231 △231 16 公有財産購入費
　日本の人口などを明らかにする最も基本的な統計調査として、大正5年以来5年ごとに実 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 総－統計調査費 一般財源 1 1

　す統計を提供している。 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】委託事業　 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　施される。 03 職員手当等 △289 △289 18 負担金､補助及び交付金

　結果は、議員定数、地方交付税・補助金などの算出根拠となるなど、民主主義の基盤を成 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　統計法、国勢調査令および国勢調査施行規則 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】報酬、職員手当、役務費、委託費の実績による減額補正　△733千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 △156 △156 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 △57 △57 27 繰出金

　を実施する。
　【事業の効果】
　国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることができる。

15 原材料費 合　計 △733 △733
５．本年度の計画効果
　【本年度の事業内容】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　令和7年10月1日を基準日として、湯梨浜町内に居住するすべての人及び世帯を対象に調査 都道府県支出金 15030103001 国勢調査費委託金 △733

補助金等の名称 国勢調査委託金
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【県支出金】△733千円（国勢調査委託金）　
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 05項 02目 012200000事業 国勢調査
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款 03 01 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0030 町社会福祉協議会補助金 (簡略番号：004514) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,325 27,278 23,953 23,953 1

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 6,000 6,000
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 △3,325 21,278 17,953

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　町地域福祉推進計画に関連した地域福祉推進事業、住民ニーズに応じた地域福祉活動支 02 給料 17 備品購入費
　援事業を町社会福祉協議会が行う際の職員の人件費及びまた地域福祉事業を行うために必 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △3,325 △3,325
　要な法人運営に係る経費を補助するものである。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　人件費の減少に伴い、補助金を減額補正するもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　交付決定額　23,952,677円－予算現額　27,278,000円＝△3,325,323円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の必要性】 08 旅費 23 投資及び出資金
　　適正な予算執行のため、必要である。　 09 交際費 24 積立金
　 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金
　社会福祉法 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △3,325 △3,325

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり
　【湯梨浜町地域福祉推進計画（湯梨浜町地域福祉計画・湯梨浜町地域福祉活動計画）】
　 ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度計画】
　　保健福祉会の活動（地域での見守りやサロンの開催、支え愛マップづくり等）を支援す
　る。また、法人後見事業への取組みを継続して実施する。
　【補正効果】
　　不用額の減により、適正な予算執行を図ることができる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【繰 入 金】  6,000千円（福祉基金繰入金） 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】 17,953千円　

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 003000000事業 町社会福祉協議会補助金



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0050 国民健康保険事業特別会計繰出金 (簡略番号：004526) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,226 142,506 139,280 11,983 127,297

財
源
内
訳

国庫支出金 173 15,804 15,977
県支出金 △2,434 47,553 45,119

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　国民健康保険制度の安定的な運用を図るために、一般会計からの繰出しを行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 161 8 169
補助単独区分補助事業 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 △1,126 79,141 78,015

　①基盤安定負担金・未就学児均等割保険料負担金・産前産後保険料負担金の申請実績額に 05 災害補償費 20 貸付金
　　基づき増減額を行うもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　□内容：基盤安定負担金繰入金、事務費、出産育児一時金等 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費

　④高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施（後期高齢者医療事業）による保健師の活動 09 交際費 24 積立金
　時間相当分の人件費収入について、実績見込による財源充当額の増額を行うもの。 10 需用費 25 寄附金

　②事務費の減額に伴い、繰入金の減額を行うもの。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　③財政安定化支援事業繰入金の算定確定による増額を行うもの。 08 旅費 23 投資及び出資金

　国民健康保険法第72条の3 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金 △3,226 △3,226

　SDGｓ 目標3「すべての人に健康と福祉を」 都道府県支出金 15010201007 国民健康保険基盤安定制度県負 △2,434
諸収入 20050302673 高齢者保健事業一体的実施委託 161

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △3,226 △3,226

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり(社会保障の充実) 国庫支出金 14010104007 国民健康保険基盤安定制度国庫 173

　　⑤保険財政安定化事業に係る繰入金
　【事業の効果】
　国保財政基盤の安定に資することにより、国保制度が適切に運営される。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

　国民健康保険制度の安定的な運用を図るために、一般会計からの繰出しを行う。
　　①保険料軽減分及び保険者支援分についての基盤安定負担金繰入金
　　②未就学児均等割保険料負担金繰入金、産前産後保険料負担金繰入金　
　　③事務費　④出産育児一時金の2/3

　【国庫支出金】国民健康保険基盤安定制度負担金　　　　173千円
実施
計画

実施計画
　【県支出金】　国民健康保険基盤安定制度負担金　　△2,434千円 計 上 額
　【諸収入】　　高齢者保健事業一体的実施委託費　　　  161千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　△1,126千円   

03款 01項 01目 005000000事業 国民健康保険事業特別会計繰出金
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0152 介護保険特別会計繰出金 (簡略番号：004634) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △8,022 323,614 315,592 315,592

財
源
内
訳

国庫支出金 7,755 7,755
県支出金 3,877 3,877

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 317 1,076 1,393
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 △8,339 310,906 302,567

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　介護保険制度を適正かつ安定的に運営するため、一般会計からの繰り出しを行う。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　介護保険特別会計の補正に伴い、以下の繰出金を補正するもの。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　(1) 介護給付費繰出金　△6,739千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　(2) 地域支援事業繰出金 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業繰出金　△74千円 08 旅費 23 投資及び出資金
　(3) 低所得者保険料軽減繰出金  △1,077千円　 09 交際費 24 積立金
　(4) その他事務費繰出金　△132千円　 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金 △8,022 △8,022
　・介護保険法 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △8,022 △8,022

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（福祉施策の充実） 諸収入 20050302673 高齢者保健事業一体的実施委託 317
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGｓ目標】目標3　すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果
　町負担分を一般会計から繰り出すことで、介護保険制度の適正かつ安定的な運営を図る
　ことができる。

６．財源の説明
　【諸収入】317千円
　【一般財源】△8,339千円
　 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 015200000事業 介護保険特別会計繰出金



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 04 老人福祉費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0113 敬老会事業 (簡略番号：005071) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △618 7,612 6,994 5,843 1,152

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 4,691 4,691
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 △618 2,921 2,303

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　町が長年にわたり社会に尽くしてこられた高齢者を敬うとともに、その長寿をお祝いす 02 給料 17 備品購入費
　るため、75歳以上の高齢者を対象に毎年実施しているものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　本年度は、3地域2会場で開催した。なお、飲食は会場ではせず、お弁当、お茶、ビール 04 共済費 19 扶助費
　、紅白餅を持ち帰りとした。また、75歳以上の高齢者全員に対して、記念品として商品券 05 災害補償費 20 貸付金
　を渡した。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 △129 △129 22 償還金､利子及び割引料

　不用額を減額する。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　　事業が概ね完了したため、不用額618千円を減額補正する。 10 需用費 △106 △106 25 寄附金

11 役務費 △174 △174 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △209 △209 27 繰出金
　老人福祉法 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △618 △618

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次湯梨浜町総合計画】住みやすく魅力と活気あふれる愛のまち（社会保障の充実）
　【第8期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】

５．本年度の計画効果
　【本年度の事業内容】
　　75歳以上の方全員を招待し、3地域2会場で開催した。なお、飲食については行わず、弁
　当をお持ち帰りとした。なお、75歳以上の欠席者に記念品として商品券をお渡しした。
　
　　　 　　

６．財源の説明
　【繰入金】ふるさと湯梨浜応援基金　　　千円 補助金等の名称
　【一般財源】△618千円 補助基本額 補助率 補助金額
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 04目 011300000事業 敬老会事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 04 老人福祉費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業

0134 老人保護措置委託料 (簡略番号：005193) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △4,647 15,441 10,794 9,601 1,194

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △793 2,806 2,013
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 △3,854 12,635 8,781

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　環境上の理由及び経済的な理由により居宅での生活が困難な65歳以上の高齢者を養護老 02 給料 17 備品購入費
　人ホームへ入所措置し、安定した生活の場を確保するとともに、自立生活の支援を行うも 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　のである。施設の規模等により、また、入所者の身体状況等により措置費の額が異なる。 04 共済費 19 扶助費
　措置費を施設へ支弁し、本人及び扶養義務者から負担能力に応じた額を徴収する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　令和7年度当初予算作成時から令和8年1月までに1名入所者があり、入所者の動きがあっ 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　たため、措置費委託料の減額を行い調整する必要があるため。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　　令和7年4月から令和8年1月までの実績と、令和8年2月から令和8年3月までの見込額に 10 需用費 25 寄附金
　基づき、4,647千円の減額及び入所負担金の減額による財源充当額の変更（△793千円） 11 役務費 26 公課費
　を行うもの。 12 委託料 △4,647 △4,647 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費
　老人福祉法、湯梨浜町老人保護措置費支弁要綱 15 原材料費 合　計 △4,647 △4,647

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
負担金 12020201401 養護老人ホーム入所負担金 △793

４．基本計画との関連
　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）
　

５．本年度の計画効果
　【本年度の事業内容】
　　住居の状況、家族の状況及び経済的な状況により、在宅での生活が困難な者を入所措置
　することにより、福祉の向上を図ることができる。
　　また、入所者の身体状況・介護環境・経済状況等を毎年度確認して、措置継続の判断を
　行うなど、入所措置の適正化を図っている。

補助金等の名称
６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【その他】養護老人ホーム入所者負担金　 △793千円
　※入所者及び扶養義務者から、負担能力に応じて負担金を徴収する。

実施
計画

実施計画
　【一般財源】　　　　　　　　　　　 　△3,854千円 計 上 額

03款 01項 04目 013400000事業 老人保護措置委託料
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0033 特別障害者手当等給付事業 (簡略番号：005542) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,138 8,253 7,115 7,056 60

財
源
内
訳

国庫支出金 △853 6,038 5,185
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 △285 2,215 1,930

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　特別障害者手当等給付には特別障害者手当と障害児福祉手当があり、在宅の重度の障害 02 給料 17 備品購入費
　児・者に対して介護等に係る経済的支援に寄与している。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費 △1,138 △1,138
　　死亡等資格喪失者随時支払い分を残し、R8.2月支払で今年度の定期支払は終了する。 05 災害補償費 20 貸付金
　　新規受給人数より死亡等による資格喪失者数が多く不用額が生じた。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　扶助費　△1,138千円 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　特別児童扶養手当等の支給に関する法律 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △1,138 △1,138
　【湯梨浜町第４次総合計画】　共に支え合う町民が主役のまちづくり
　ＳＤＧｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

国庫支出金 14010101023 特別障害者手当等給付費負担金 △853
５．本年度の計画効果
　【本年度の実績】
　　在宅の重度の障害児・者に対して手当の支給により、介護に係る経済的支援に寄与する
　ことができた。 
　・障害児福祉手当受給者　 　　961,900円（見込）
　・特別障害者手当受給者　 　5,951,680円（随時支払込）

６．財源の説明
　特別障害者手当等給付費国庫負担金　△853千円
　　　　　　　　　　　　　一般財源　△285千円　　　　　　　
　 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 05目 003300000事業 特別障害者手当等給付事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0043 補装具給付費 (簡略番号：005562) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 300 3,500 3,800 1,926 1,875

財
源
内
訳

国庫支出金 150 1,750 1,900
県支出金 75 875 950

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 75 875 950

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　身体障がい児・者の失われた身体機能を補完又は代替する用具である補装具の購入及び 02 給料 17 備品購入費
　　修理に要する経費を給付する事業である。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費 300 300
　　単価の高い補装具や、補装具の交付・修理自体の給付が多く支出見込が当初予算を上回 05 災害補償費 20 貸付金
　　るため、増額する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　年間支出見込額　3,799,550円　－　予算現額　3,500,000円　≒　補正額　300,000円 08 旅費 23 投資及び出資金
　 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　障害者総合支援法 12 委託料 27 繰出金
　障害者自立支援給付費等国・県負担金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 300 300

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第４次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり 国庫支出金 14010101021 自立支援給付費国庫負担金 150
　【湯梨浜町障がい者計画】【湯梨浜町障がい福祉計画】 都道府県支出金 15010202012 自立支援給付費県負担金 75
　　ＳＤＧｓ　目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の事業内容】
　　R8.1月末現在実績　27件／1,824,550円（交付6件、修理21件）
　【事業の効果】
　　身体障がい児・者の障害の状態や体形の変化等に伴い、適切な補装具の購入または修理
　　に要した経費をすることにより、障がい者の日常生活能力の維持・向上を図った。
　

補助金等の名称
６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【国庫支出金】自立支援給付費負担金　　300千円×1/2＝150千円
　【県支出金】　自立支援給付費負担金　　300千円×1/4＝ 75千円

実施
計画

実施計画
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 75千円 計 上 額

03款 01項 05目 004300000事業 補装具給付費



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 61 5 66

１．事業の概要と必要性 節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 10 臨時特別支援給付金支給事業 所属 0101010200-0000 町民生活課（税務）

事業

0010 定額減税補足給付金不足額給付事業 (簡略番号：045897) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △10,875 81,453 70,578 70,517 62

財
源
内
訳

国庫支出金 △10,936 81,448 70,512
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時

補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 △922 △922 16 公有財産購入費
　　令和6年度に実施した定額減税補足給付金の支給に際し、推計所得を用いて算定したな 02 給料 17 備品購入費
　どの理由により、令和６年分の所得税及び定額減税の実績額が確定した後に、給付すべき 03 職員手当等 △603 △603 18 負担金､補助及び交付金 △8,580 △8,580
　所要額と当初給付額との間で差額が生じた者等に、差額を精算給付する。 04 共済費 △164 △164 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　事業完了に伴う事業費の精算 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　事務費（報酬、職員手当等、共済費、旅費、需用費、役務費）　△2,295千円　　 08 旅費 △51 △51 23 投資及び出資金
　交付金　△8,580千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 △159 △159 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 △396 △396 26 公課費
　　当初の定額減税補足給付の精算給付を行うことで、住民に対し、物価高に対応し可処分 12 委託料 27 繰出金
　所得を増やす支援を公平に行うことができる。 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △10,875 △10,875

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり 国庫支出金 14020101242 物価高騰対応重点支援地方創生 △10,936
　　ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　給付金Ⅰ（定額減税補足給付金の精算）　　1,830人 　52,190千円
　給付金Ⅱ（税制上扶養にならない専従者等）　383人 　14,510千円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　2,213人 　66,700千円
　【事業の効果】
　　物価高騰における生活・暮らしの支援を行うことができる。

６．財源の説明 補助金等の名称 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
　【国庫支出金】△10,936千円（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金10/10）　 補助基本額 補助率 100.0% 補助金額
　【一般財源】　　　　61千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 10目 001000000事業 定額減税補足給付金不足額給付事業

－53－



－54－

款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 01目 002200000事業 病児・病後児保育事業

　仕事等により家庭での看護が難しい場合に、保護者の仕事と子育ての両立に役立つ。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【国庫支出金】子ども・子育て支援交付金　362千円 補助基本額 補助率 補助金額
　【県支出金】子ども・子育て支援交付金　　362千円
　【負担金】病児保育事業(キッズケアポノ)市町負担金　157千円【一般財源】552千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【第3期子ども･子育て支援事業計画】家庭で愛情いっぱいに子育てできるまちづくり 負担金 20050302707 病児保育事業（キッズケアポノ 157
　【SDGs】目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　病児･病後児の保育(委託)により、保護者が安心して働ける環境を確保する。
　【事業の効果】

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 1,433 1,433

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり(福祉施策の推進) 国庫支出金 14020202023 子ども・子育て支援国庫交付金 362
　【地方創生総合戦略】安心して暮らせるまち(子育て環境の推進) 都道府県支出金 15020206225 子ども・子育て支援県交付金 362

　委託料　1,433千円 10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

２．根拠法令 12 委託料 1,433 1,433 27 繰出金
　湯梨浜町病児･病後児保育事業実施要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

　※対象児童:保育所、幼稚園、認定こども園、届出保育施設及び小学校3年生までの児童。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　実績見込みに伴う増額補正（感染症対応加算の追加、病後児保育事業の事業費増） 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金

　「病児保育」は、保育所等で集団保育することができない病気中の児童の保育を町内医療 02 給料 17 備品購入費
　法人及び倉吉市に委託して実施する。(「キッズケアポノ」・厚生病院内｢きらきら園｣) 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　「病後児保育」は、保育所等で集団保育することができない病気回復期児童の保育を倉吉 04 共済費 19 扶助費
　市に委託して実施する。(野島病院内｢すくすく園｣) 05 災害補償費 20 貸付金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 157 2,365 2,522
補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源 552 3,479 4,031

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 01 児童福祉総務費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0022 病児・病後児保育事業 (簡略番号：006163) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,433 15,058 16,491 8,808 7,683

財
源
内
訳

国庫支出金 362 4,532 4,894
県支出金 362 4,682 5,044

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 02目 007000000事業 こども園運営経常経費

　こども園等の入退園管理、保育料の決定、新年度の入園児童の入園前集団健診、保育料の
　徴収事務等の実施、保育人材の確保による児童受入体制の整備を行う。
　【事業の効果】
　運営に関する事務を一元的に行うことで、事務の効率性を確保することができる｡　 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明
　【一般財源】　△9,128千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【第4次総合計画】志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり（幼児教育の充実）
　　　　　　　　　 共に支え合う 町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）
　【第3期子ども･子育て支援事業計画】子どもが笑顔で健やかに育つまちづくり
　【SDGs】目標4「質の高い教育をみんなに」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

　び管理に関する条例、同管理運営に関する規則 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △9,128 △9,128
　町有地（行政財産）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　子ども･子育て支援法、就学前の子どもに関する教育保育等の総合的な提供の推進に関す 11 役務費 26 公課費
　る法律の一部を改正する法律(認定こども園法)、児童福祉法、町立認定こども園の設置及 12 委託料 △9,128 △9,128 27 繰出金

　【事業の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　保育士人材派遣に係る委託料について、実績見込に基づき減額補正する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　委託料　△9,128千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　こども園運営に関する事務のうち、児童の入退園管理や保育料の決定･徴収等の一元処理 02 給料 17 備品購入費
　を行う経費。また、保育人材を確保し、児童受入体制を整備するため、保育士の処遇改善 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　を推進するとともに、人材派遣会社等への保育士派遣依頼も継続して実施する。 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 24 24
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △9,128 19,707 10,579

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0070 こども園運営経常経費 (簡略番号：006775) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △9,128 19,768 10,640 7,999 2,642

財
源
内
訳

国庫支出金 37 37
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 02目 009000000事業 広域入所委託料

６．財源の説明
　【国庫支出金】教育・保育給付交付金　2,736千円
　【県支出金】教育・保育給付費負担金　　959千円　 補助金等の名称
　【使用料】保育所措置児童保育料　　　1,642千円　【一般財源】　△283千円 補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 959
５．本年度の計画効果 使用料 12020203201 保育所措置児童保育料 1,642
　【本年度の計画】
　諸事情により、町外の私立保育所の利用を希望する保護者のため、当該事業所と委託契約
　を締結して保育を実施する。（令和7年度当初見込み広域入所者数:私立保育所19人）
　【事業の効果】
　就労形態等を理由に、町外施設の利用を希望する保護者等の利便性を確保する。

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進） 15 原材料費 合　計 5,054 5,054
　　　　　　　　　 志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり（幼児教育の充実）
　【第3期子ども･子育て支援事業計画】子どもが笑顔で健やかに育つまちづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【SDGs】目標4 ｢質の高い教育をみんなに｣ 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 2,736

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　子ども･子育て支援法、児童福祉法 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 5,054 5,054 27 繰出金

　対象児童の増加（補正前見込28人→実績見込34人）に伴う委託料の増額補正 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　委託料　5,054千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　諸事情により、町外の私立保育所での保育を希望する保護者のため、当該施設と委託契約 02 給料 17 備品購入費
　を締結して保育の提供を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 1,642 696 2,338
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △283 13,736 13,453

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0090 広域入所委託料 (簡略番号：006559) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 5,054 45,790 50,844 42,003 8,842

財
源
内
訳

国庫支出金 2,736 22,049 24,785
県支出金 959 9,309 10,268

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 02項 03目 004000000事業 児童手当給付事業

　本事業を適正に実施することにより、子育て世帯へ経済的支援を行うことができる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】児童手当負担金　△16,561千円 補助金等の名称
　【県支出金】　児童手当負担金　 △2,399千円 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】　△2,210千円
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣(福祉施策の推進) 都道府県支出金 15010203001 児童手当県負担金 △2,399
　【SDGs】目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　児童手当法に基づき、対象者へ児童手当を支給する。
　【事業の効果】

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　児童手当法、湯梨浜町児童手当事務取扱規則 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △21,170 △21,170
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 国庫支出金 14010102001 児童手当国庫負担金 △16,561

　（対象延べ人数：当初見込　28,162人→実績見込　27,145人）　 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 10 需用費 25 寄附金
　扶助費　△21,170千円 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金

　　　　　　3歳～高校卒業まで:支給要件児童一人につき　10,000円 05 災害補償費 20 貸付金
　　　　　　第3子以降:支給要件児童一人につき　30,000円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　実績見込みにより減額補正する。 08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　児童手当法の規定に基づき、高校生年代までの児童を養育している者に児童手当を支給す 02 給料 17 備品購入費
　る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　≪支給額≫0歳～3歳未満:支給要件児童一人につき　15,000円 04 共済費 19 扶助費 △21,170 △21,170

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源 △2,210 37,939 35,729

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 03 児童手当費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0040 児童手当給付事業 (簡略番号：007074) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △21,170 397,713 376,543 376,354 190

財
源
内
訳

国庫支出金 △16,561 322,262 305,701
県支出金 △2,399 37,512 35,113

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常

－57－
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 04 母子福祉費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0090 児童扶養手当給付事業 (簡略番号：030783) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △6,885 78,757 71,872 59,594 12,279

財
源
内
訳

国庫支出金 △2,295 26,250 23,955
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源 △4,590 52,507 47,917

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　児童扶養手当は、父母の離婚などによるひとり親家庭などの児童のために支給される手 02 給料 17 備品購入費
　当であり、年6回支払（奇数月に2か月分ずつ）。また、20歳未満までの心身に中程度以上 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　の障がいがある児童及び父母の障がい認定のため、児童扶養手当支給に係る障害認定医を 04 共済費 19 扶助費 △6,885 △6,885
　委嘱し配置する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　手当給付費の実績見込により減額するもの。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　支出見込額　71,865,650円－予算現額　78,751,000円≒△6,885,000円 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の必要性】 09 交際費 24 積立金
　　適正な予算執行のため、必要である。　 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金
　児童扶養手当法、児童扶養手当市等事務取扱準則 13 使用料及び賃借料 予備費
　 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △6,885 △6,885
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 国庫支出金 14010102402 児童扶養手当給付費負担金 △2,295
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり
　 ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　児童扶養手当の給付により、ひとり親家庭の生活を支援する。
　【補正の効果】
　　不用額の減により、適正な予算執行を図ることができる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】児童扶養手当国庫負担金　1/3　△2,295千円 補助金等の名称
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　2/3　△4,590千円 補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 04目 009000000事業 児童扶養手当給付事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 04 母子福祉費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0100 母子生活支援施設措置委託料 (簡略番号：030787) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,975 19,732 15,757 13,992 1,766

財
源
内
訳

国庫支出金 △1,979 9,820 7,841
県支出金 △990 4,910 3,920

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △18 90 72
補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源 △988 4,912 3,924

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】母子生活支援施設は配偶者のない女子(離婚等)又はこれに準ずる事情(Ｄ 01 報酬 16 公有財産購入費
　Ｖ等)にある女子及びその監護すべき児童を入所・保護すると共に、自立促進を目的に生 02 給料 17 備品購入費
　活支援し、退所者へも相談や援助を行う。その保護の実施に要した費用を支払うものであ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　る。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性】実績額及び支出見込額を基に算定し、不用額を減額する。 05 災害補償費 20 貸付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　児童福祉法、児童福祉法施行規則、児童福祉施設最低基準 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

３．用地の状況 10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

４．基本計画との関連 12 委託料 △3,975 △3,975 27 繰出金
　【第４次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり 13 使用料及び賃借料 予備費
　 ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △3,975 △3,975
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】①＋②＋③＝15,756,151円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　①支出済額　　12,725,489円 国庫支出金 14010102401 児童入所施設措置費等国庫負担 △1,979
　②現入所者分　　 624,128円/月×2月×1世帯＝2,427,392円　 都道府県支出金 15010203401 児童入所施設措置費等県負担金 △990
　③緊急対応世帯分 498,578円/月×2月×1世帯＝603,270円 負担金 12020203011 母子生活支援施設利用者負担金 △18
　【補正の効果】不用額の減額。

６．財源の説明
　【国庫支出金】児童入所施設措置費国庫負担金（1/2）△1,979千円
　【県支出金】児童入所施設措置費県負担金（1/4）　　　△990千円
　【その他】入所者負担金　　　　　　　　　　　　　　　△18千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△988千円　　　　　　　　　　
　　　　

補助金等の名称 児童入所施設措置費等負担金
補助基本額 15,684 補助率 75.0% 補助金額 11,763

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 04目 010000000事業 母子生活支援施設措置委託料

－59－



－60－

款 03 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 生活保護費 02 扶助費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0001 生活扶助 (簡略番号：030742) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △12,284 26,830 14,546 12,563 1,984

財
源
内
訳

国庫支出金 △10,586 20,047 9,461
県支出金 △94 94

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,831 100 1,931
補助単独区分 目的区分 民－生－生活扶助 一般財源 △3,435 6,589 3,154

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　生活扶助は、要保護者の衣食等月々の経常的な最低生活需要のすべてを満たすための費 02 給料 17 備品購入費
　用として認定するもの。その算定の基準となる基準生活費は、世帯を単位として算定され 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　るものである。この基準生活費に冬場の冬季加算、期末一時扶助を加え、生活扶助として 04 共済費 19 扶助費 △12,284 △12,284
　被保護者の生活を支援している。 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　生活保護制度は、生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とするものであ 08 旅費 23 投資及び出資金
　り、最後のセーフティネットとしての役割を果たす制度である。 09 交際費 24 積立金
　【補正の必要性】 10 需用費 25 寄附金
　生活保護受給世帯の減少により、生活扶助費が減額となったため 11 役務費 26 公課費
　【補正の内容】 12 委託料 27 繰出金
　扶助費　△12,284千円 13 使用料及び賃借料 予備費
　　 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △12,284 △12,284
２．根拠法令
　生活保護法 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

国庫支出金 14010103001 生活保護費等国庫負担金 △10,586
３．用地の状況 都道府県支出金 15010205001 生活保護費等県負担金 △94

諸収入 20050302269 生活保護費返還金・徴収金 1,831
４．基本計画との関連
　【湯梨浜町第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり
　 ＳＤＧs　目標１「貧困をなくそう」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　生活扶助により困窮している被保護者の生活を維持する。
　【事業の効果】
　基準に沿った給付を行うことで被保護者の生活を維持することができる。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明
　【国庫支出金】国庫負担金　　　　　 △10,586千円

実施
計画

実施計画
　【 県支出金 】県負担金　　　       　  △94千円 計 上 額
　【そ　の　他】雑入（生活保護返還金）　1,831千円
　【 一般財源 】　　　　　　          △3,435千円

03款 03項 02目 000100000事業 生活扶助
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 生活保護費 02 扶助費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0002 医療扶助 (簡略番号：030746) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 20,000 64,446 84,446 64,767 19,680

財
源
内
訳

国庫支出金 15,000 48,051 63,051
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 378 378
補助単独区分 目的区分 民－生－医療扶助 一般財源 5,000 16,017 21,017

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、生活保護法で定める 02 給料 17 備品購入費
　医療扶助基準により指定医療機関で診療を受けた場合の費用、薬剤費、施術費、移送費等 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　を支給する。 04 共済費 19 扶助費 20,000 20,000
　【事業の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　生活保護制度は、生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とするもので 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　あり、最後のセーフティネットとしての役割を果たす制度である。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の必要性】 09 交際費 24 積立金
　　入院患者数の増加により、医療費が増加したため 10 需用費 25 寄附金
　【補正の内容】 11 役務費 26 公課費
　扶助費　20,000千円 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費
　生活保護法 15 原材料費 合　計 20,000 20,000

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14010103001 生活保護費等国庫負担金 15,000

４．基本計画との関連
　【湯梨浜町第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり
　 ＳＤＧs　目標１「貧困をなくそう」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】医療扶助により疾病で困窮している被保護者の生活を維持する。
　【事業の効果】
　　生活保護者の医療扶助を実施することにより、必要な治療を受けることができ、健康増
　進に資することができる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【国庫支出金】生活保護費等国庫負担金　15,000千円 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　 5,000千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 03項 02目 000200000事業 医療扶助
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大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 生活保護費 02 扶助費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0003 住宅扶助 (簡略番号：030750) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △5,654 13,229 7,575 6,576 1,000

財
源
内
訳

国庫支出金 △4,240 9,881 5,641
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 54 54
補助単独区分 目的区分 民－生－住宅扶助 一般財源 △1,414 3,294 1,880

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　住宅扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対し、家賃、間 02 給料 17 備品購入費
　代、又は補修その他住宅の維持のための最低限度必要な家屋修繕費用を、法に定める基準 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　により支給する。 04 共済費 19 扶助費 △5,654 △5,654
　【事業の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　生活保護制度は、生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とするもので 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　あり、最後のセーフティネットとしての役割を果たす制度である。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の必要性】 09 交際費 24 積立金
　生活保護世帯の減少により、住宅扶助費の減額につながったため 10 需用費 25 寄附金
　【補正の内容】 11 役務費 26 公課費
　扶助費　△5,654千円 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費
　生活保護法 15 原材料費 合　計 △5,654 △5,654

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14010103001 生活保護費等国庫負担金 △4,240

４．基本計画との関連
　【湯梨浜町第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり
　 ＳＤＧs　目標１「貧困をなくそう」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　住宅扶助により困窮している被保護者の適正な住環境を維持する。
　【事業の効果】
　基準に沿った給付を行うことで被保護者の生活を維持することができる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【国庫支出金】国庫負担金　△4,240千円 補助基本額 補助率 補助金額
　【 一般財源 】　　　　　  △1,414千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 03項 02目 000300000事業 住宅扶助
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

民生費 項 生活保護費 02 扶助費 所属 0101014100-0000 福祉課

事業

0004 その他扶助 (簡略番号：030754) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △15,000 48,501 33,501 29,772 3,730

財
源
内
訳

国庫支出金 △11,250 36,345 25,095
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 41 41
補助単独区分 目的区分 民－生－その他 一般財源 △3,750 12,115 8,365

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対し、介護を要する者へ介護 02 給料 17 備品購入費
　扶助、義務教育の対象となる子どもへの教育扶助、生業を営むために必要な技能修得のた 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　めの生業扶助、葬祭、出産にかかる費用、ゆりはま大平園等救護施設に入所する被保護者 04 共済費 19 扶助費 △15,000 △15,000
　に係る施設事務費を支出する 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　生活保護制度は、生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とするもので 08 旅費 23 投資及び出資金
　あり、最後のセーフティネットとしての役割を果たす制度である。 09 交際費 24 積立金
　【補正の必要性】 10 需用費 25 寄附金
　救護施設入所者や介護保険サービス利用の減少が、その他扶助の減額につながったため 11 役務費 26 公課費
　【補正の内容】 12 委託料 27 繰出金
　扶助費　△15,000千円 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
２．根拠法令 15 原材料費 合　計 △15,000 △15,000
　生活保護法

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況 国庫支出金 14010103001 生活保護費等国庫負担金 △11,250

４．基本計画との関連
　【湯梨浜町第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり
　 ＳＤＧs　目標１「貧困をなくそう」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

03款 03項 02目 000400000事業 その他扶助

　その他扶助により、介護サービス利用や救護施設での安定した生活維持を図ることができ
　る。
　【事業の効果】
　　各種扶助により被保護者それぞれの課題を支援することにより生活の維持を図ることが 補助金等の名称
　できる。 補助基本額 補助率 補助金額
　

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【国庫支出金】生活保護費等国庫負担金国庫負担金　△11,250千円
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　△ 3,750千円

－63－
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款 04 01 目

大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 02 予防費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0012 高齢者インフルエンザ予防接種 (簡略番号：007693) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,340 7,297 5,957 5,740 218

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内に住所を有する65歳以上の者及び60歳以上65歳未満で特定の障がいのある者を対象に 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △1,340 7,297 5,957

　接種見込者数減のため、委託料を減額する。（接種率見込65％→55％） 05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　季節性インフルエンザ予防接種を実施し、その費用の一部又は全部を助成する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費

　湯梨浜町高齢者季節性インフルエンザ予防接種事業実施要綱 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　予防接種法　予防接種法施行令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △1,340 △1,340 27 繰出金

　【本年度の計画】
　インフルエンザ予防接種を医療機関へ委託し実施する。
　　対象者：①65歳以上（基準日：12月末日の満年齢）②60歳以上65歳未満で特定の障がい
　のある者

　充実） 15 原材料費 合　計 △1,340 △1,340
　SDGs 目標３「すべての人に健康と福祉を」

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果

　療費抑制の効果が期待できる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】　　△1,340千円 補助基本額 補助率 補助金額

　　助成額：1,860円（※生活保護世帯は全額4,160円を助成）
　【事業の効果】
　予防接種を受けやすい環境を整えながら接種率の向上を図り、町内でのインフルエンザの
　まん延を予防する。また、インフルエンザの感染による他疾病との併発を防ぐことで、医

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 02目 001200000事業 高齢者インフルエンザ予防接種



款 04 01 目

大
中
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 02 予防費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0121 子宮頸がん予防ワクチン接種事業 (簡略番号：007762) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,856 6,693 4,837 3,496 1,342

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内に住所を有する小学6年生から高校1年生、キャッチアップ接種経過措置対象者に対し 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △1,856 6,693 4,837

　被接種者数見込減のため、委託料及び扶助費を減額するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　て、子宮頸がん予防ワクチンの定期予防接種を実施する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費 △239 △239

　金交付要綱 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　予防接種法、湯梨浜町子宮頸がん予防ワクチン接種実施要綱、湯梨浜町予防接種費用助成 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり(保健･医療･健康づくりの充実) 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △1,617 △1,617 27 繰出金

　定期予防接種である子宮頸がん予防ワクチン接種を医療機関へ委託し実施する。
　　□対象者：①小学6年生～高校1年生の女子②平成9年4月2日～平成21年4月1日の間に生
　　まれ、令和4年度から令和6年度までの間にワクチン接種を開始した者（未完了者）
　　□接種回数：一人当たり3回(14歳までの9価ワクチンは2回で完了可)　

　SDGs 目標3「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 △1,856 △1,856

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】

　ることで、将来の健康の保持増進を図ることができる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】　△1,856千円 補助基本額 補助率 補助金額

　　□委託料：1回　17,960円（2価4価ワクチン）、29,510円（9価ワクチン）　　　
　【事業の効果】
　接種により、子宮頸がんの原因とされるヒトパピローマウイルスの感染を予防し、5,6年
　以上にわたってその効果が持続するとされている。成人後の子宮頸がん検診と組み合わせ

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 02目 012100000事業 子宮頸がん予防ワクチン接種事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 02 予防費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0217 新型コロナウイルスワクチン予防接種事業 (簡略番号：042428) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △10,638 26,447 15,809 13,874 1,936

財
源
内
訳

国庫支出金 264 264
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内に住所を有する65歳以上の者や、60歳～64歳の特定の障がいのある者を対象に、新型 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △10,638 26,183 15,545

　接種見込人数減のため、委託料を減額補正するもの。（接種率40％→25％） 05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　コロナウイルスワクチン接種を実施するもの。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
３．用地の状況 10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　予防接種法、予防接種施行令 08 旅費 23 投資及び出資金

　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの 13 使用料及び賃借料 予備費
　充実） 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
４．基本計画との関連 12 委託料 △10,638 △10,638 27 繰出金

　新型コロナワクチン接種を医療機関へ委託し、実施する。
　対象者①65歳以上の者(当該年度12月末日時点の満年齢)
　　　　②60歳から64歳で、特定の障がいのある者
　委託料：11,100円　(接種費用15,600円から自己負担額4,500円を除いた額。生活保護

　SDGs 目標3「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 △10,638 △10,638

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】

６．財源の説明
　【一般財源】　△10,638千円 補助金等の名称
　 補助基本額 補助率 補助金額

　世帯は全額助成。)
　【事業の効果】
　町民への接種を円滑に実施することで発症や重症化を予防し、感染拡大を防止することが
　できる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 02目 021700000事業 新型コロナウイルスワクチン予防接種事業
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 02 予防費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0218 帯状疱疹ワクチン予防接種事業 (簡略番号：045717) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,898 8,942 6,044 4,177 1,868

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内に住所を有する65歳から100歳までの5歳刻みの者及び60歳以上65歳未満で特定の障が 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △2,898 8,942 6,044

　本予防接種は、令和7年4月から定期予防接種B類に位置付けられている。帯状疱疹は再帰 05 災害補償費 20 貸付金
　感染により発症する皮疹、疼痛を特徴とする疾患で、高齢者ほど発症しやすい傾向にある 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　いのある者に対して、帯状疱疹ワクチン定期接種費用を助成するものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【事業の必要性】 04 共済費 19 扶助費 △159 △159

　令和7年度の実績より、償還払い対象者見込数減（10人→5人）に加え、生ワクチン：組換 09 交際費 24 積立金
　えワクチン接種者の割合を4：6とし、委託料、扶助費を減額する。 10 需用費 25 寄附金

　。高齢者等の健康保持のためワクチン接種費用を助成し、発症を予防する必要がある。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の必要性及び内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　予防接種法　予防接種法施行令 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △2,739 △2,739 27 繰出金

　充実）／SDGs 目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △2,898 △2,898

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの

　　□委託料：組換えワクチン1回当たり22,060円（うち自己負担金10,000円）
　　　　　　　生ワクチン　　1回当たり8,860円（うち自己負担金4,000円）
　　　　　　　※生活保護世帯は全額助成 補助金等の名称
　【事業の効果】 補助基本額 補助率 補助金額
　組換えワクチンは2回の接種で発症予防効果が概ね10年以上持続し、高齢者の帯状疱疹重

　帯状疱疹ワクチン接種の実施（定期接種）＊過去に接種していない者に限る
　　□対象者：①65歳から100歳までの5歳刻みの者（年度末年齢）
　　　　　　　　令和7年度において、101歳以上となる者
　　　　　　　②60歳以上65歳未満で特定の障がいのある者

　症化予防及び医療費の抑制につなげることができる。
実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明
　【一般財源】　　△2,898千円

04款 01項 02目 021800000事業 帯状疱疹ワクチン予防接種事業
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大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0013 各種がん検診事業 (簡略番号：008197) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,311 44,997 41,686 33,272 8,415

財
源
内
訳

国庫支出金 366 366
県支出金 400 400

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 △58 △58 16 公有財産購入費
　各種がん検診を集団健診、医療機関健診により実施する。また、従来の健診予約に加え、 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △2 37 35
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △3,309 44,194 40,885

　【補正の必要性及び内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　①看護師等の雇用調整の増減により、報酬の減額を行うもの。(△58千円) 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　集団健診オンライン予約システムの導入で若年層の受診者など、新規健診受診者の増加を 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　目指す。 04 共済費 19 扶助費

　③健診受診見込者数の減少により、委託料を減額するもの。(△2,926千円） 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　②受診券及び医療機関受診者結果通知数発送見込数の減により、通信運搬費を減額するも 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　の。(△327千円) 08 旅費 23 投資及び出資金

　湯梨浜町健康診査及び各種検診事業実施要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 △327 △327 26 公課費
　健康増進法（平成14年法律第103号） 12 委託料 △2,926 △2,926 27 繰出金

　充実）／SDGs 目標3「すべての人に健康と福祉を」／【第4次健康ゆりはま21計画】

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △3,311 △3,311

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの 諸収入 20050302009 健康診査費個人負担金 △2

　【事業の効果】
　各種がんの早期発見・治療勧奨で、町民の健康保持増進、医療費の削減につなげる。

補助金等の名称
６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【諸収入】健康診査費個人負担金　　　△2千円

　保健事業団と中部医師会に委託し実施。受診率は微増しているものの受診者の高齢化もあ
　り、休日健診の継続実施や集団健診オンライン予約システムの利用促進など、若年層の受
　診者の増加や町民の利便性向上を目指しながら、コロナ禍前の受診率1％増を目標に事業
　推進する。

　【一般財源】　　　　　　　　　　△3,309千円
実施
計画

実施計画
　 計 上 額

04款 01項 05目 001300000事業 各種がん検診事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0060 後期高齢者医療対策事業 (簡略番号：008349) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,123 234,682 231,559 213,022 18,537

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　鳥取県後期高齢者医療広域連合に負担金（事務費負担金、療養給付費負担金）を支払うも 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 △3,123 234,682 231,559

　後期高齢者医療広域連合において共通経費負担金の減額が行われたため、負担金の減額 05 災害補償費 20 貸付金
　補正を行うもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　のである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △3,123 △3,123
　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費

　高齢者の医療の確保に関する法律、鳥取県後期高齢者医療広域連合規約 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（社会保障の充実） 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　75歳以上及び65歳から74歳で障がい認定を受け、後期高齢者医療に加入している被保険者
　の医療制度運営を鳥取県後期高齢者医療広域連合が行う。
　この制度運営に係る費用については、高齢者の医療の確保に関する法律及び鳥取県後期高
　齢者医療広域連合規約により、広域連合加入市町村が負担する。

　SDGｓ 目標3「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 △3,123 △3,123

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】

６．財源の説明
　【一般財源】　△3,123千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　　□共通経費：均等割10%、人口割40%、高齢者人口割50%
　【事業の効果】
　制度運営の母体である鳥取県後期高齢者医療広域連合の健全で安定的な制度運営に寄与す
　ることができる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 05目 006000000事業 後期高齢者医療対策事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0062 後期高齢者医療特別会計繰出金 (簡略番号：027037) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,494 70,466 66,972 62,866 4,107

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △1,738 48,887 47,149

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　後期高齢者医療の窓口事務及び賦課徴収事務に関する事務費、保険基盤安定負担金等を後 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △459 1,429 970
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 △1,297 20,150 18,853

　保険基盤安定負担金基準額の確定による減、事務費の歳出見込額の減により、繰出金の減 05 災害補償費 20 貸付金
　額補正を行うもの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　期高齢者医療特別会計へ繰出し、後期高齢者医療制度の安定的な運用を図るもの。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費

　高齢者の医療の確保に関する法律、鳥取県後期高齢者医療広域連合規約 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（社会保障の充実） 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金 △3,494 △3,494

　後期高齢者医療特別会計へ以下の費用を繰出しする。 諸収入 20050302673 高齢者保健事業一体的実施委託 △459
　　１．町の窓口事務、賦課徴収にかかる費用　２．保険基盤安定繰出金
　【事業の効果】
　本事業により、後期高齢者医療制度の適正かつ円滑な運営を行うことができる。

　SDGｓ 目標3「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 △3,494 △3,494

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】 都道府県支出金 15010201401 後期高齢者医療基盤安定制度負 △1,738

　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　△1,297千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【県支出金】後期高齢者医療基盤安定制度負担金　　△1,738千円
　【諸収入】高齢者保健事業一体的実施委託費　　　　　△459千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 05目 006200000事業 後期高齢者医療特別会計繰出金
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大
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小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0229 ゆりはま健幸ポイント事業 (簡略番号：040294) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,918 20,712 18,794 2,837 15,958

財
源
内
訳

国庫支出金 3,821 3,821
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　令和2年度から5年間実施した民間の資金やノウハウによって課題解決を図るSIB（ｿｰｼｬﾙ･ｲ 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,397 1,397
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △1,918 15,494 13,576

　託契約を締結。分析や評価を第三者機関（筑波大学）が担う形で健康施策を展開し、5年 05 災害補償費 20 貸付金
　間にわたって会員約1,350人を目指し、健康寿命の延伸と医療費抑制に取り組む。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ﾝﾊﾟｸﾄ･ﾎﾞﾝﾄﾞ）手法に代わり、PFS（成果連動型民間委託契約方式）方式を活用しながら、 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　中間支援組織（つくばｳｪﾙﾈｽﾘｻｰﾁ）及びサービス事業者（ﾀﾆﾀﾍﾙｽﾘﾝｸ）と成果連動型の委 04 共済費 19 扶助費

　I達成度に基づく成果連動型報酬の減額見込み―などを理由として減額補正するもの。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 10 需用費 △703 △703 25 寄附金

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　主に▼首都圏を会場とする担当者会議をウェブ会議としたことによる職員旅費の減額▼KP 08 旅費 △462 △462 23 投資及び出資金

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 18 18 予備費
14 工事請負費

　年間実績見込に基づき、減額補正を行うもの。 11 役務費 △134 △134 26 公課費
12 委託料 △637 △637 27 繰出金

　充実）
　【SDGｓ目標3】すべての人に健康と福祉を

５．本年度の計画効果

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △1,918 △1,918

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの

　識の醸成と、将来的な医療費・介護給付費の抑制が期待できる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】　△1,918千円 補助基本額 補助率 補助金額

　【本年度の計画】
　　継続会員1,166名、新規会員184名、計1,350人の会員獲得を目指す。
　【事業の効果】
　　ウオーキングによる健幸ポイント事業をベースに、参加者の運動習慣化を通じた健康意

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 05目 022900000事業 ゆりはま健幸ポイント事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △1,000 3,000 2,000
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 3 3

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0235 新たながん検診推進支援事業（社会的実験支援事 (簡略番号：045985) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,000 3,003 2,003 960 1,043

財
源
内
訳

国庫支出金

　　検査である大腸内視鏡検査、胸部CT検査に係る自由診療分の費用の助成を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　□事業費の財源として企業版ふるさと納税を活用するため、寄附斡旋共同事業体との委託 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　□令和7年度に大腸がん検診及び肺がん検診受診者で異常がなかった人を対象に、高精度 02 給料 17 備品購入費

　①企業版ふるさと納税支援を委託している事業者を通じて、新たに１社より1,000千円の 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　寄附の申出があり、寄付斡旋手数料に不足が生じるため、手数料を増額補正するもの。 08 旅費 23 投資及び出資金

　　契約を締結する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性及び内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　なお、事業費に未充当の寄付金については、一度基金に積立を行い、次年度の事業費に 11 役務費 220 220 26 公課費
　　充当する。 12 委託料 △1,220 △1,220 27 繰出金

　　1,000,000円×(手数料)20％×1.1＝(補正額)220,000円 09 交際費 24 積立金
　②実施見込数に基づき委託料を減額するもの。 10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 15 原材料費 合　計 △1,000 △1,000

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
寄附金 17010101004 企業版ふるさと納税寄附金 △1,000

　　1,150,000円－2,370,000円＝(補正額)△1,220,000円 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

補助基本額 補助率 補助金額
　　つなげる。

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　□企業版ふるさと納税寄附斡旋共同事業体との委託契約を締結。
　□医療機関との調整などを図る運営受託企業との委託契約を締結。

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの
　充実）／SDGｓ目標3「すべての人に健康と福祉を」

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【寄附金】　△1,000千円　（企業版ふるさと納税寄附金）
　

04款 01項 05目 023500000事業 新たながん検診推進支援事業（社会的実験支援

　□大腸内視鏡検査、胸部CT検査を同時に受診された検査費用（自由診療分）を助成。
　【事業の効果】
　□企業版ふるさと納税を活用し、利用者・町の費用負担の軽減を図る。 補助金等の名称
　□高精度検査の費用助成を行い、受診しやすくすることで、がんの早期発見、早期治療に
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 清掃費 01 塵芥処理費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0115 ごみ収集運搬委託料 (簡略番号：008512) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,626 61,460 58,834 54,158 4,677

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 7,998 7,998
補助単独区分 目的区分 衛－清－ごみ処理 一般財源 △2,626 53,462 50,836

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　町内の良好な生活環境を保全するため、一般廃棄物について、各ゴミ置き場等に搬入さ 02 給料 17 備品購入費
　れる家庭の可燃ごみや粗大ごみ、有害ごみ等について計画的に分別収集する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　　契約済みの業務につき、請負差額を減額するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　委託料（羽合、東郷、泊地域一般ごみ、粗大ごみ収集運搬） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　△2,626千円 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　湯梨浜町廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例 11 役務費 26 公課費

12 委託料 △2,626 △2,626 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △2,626 △2,626
　【第4次湯梨浜町総合計画】
　安全で住みやすいまちづくり（環境負荷の低減） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　SDGs目標　12.つくる責任つかう責任

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　一般ごみ収集運搬委託料（羽合地域、東郷地域、泊地域）52,602千円
　　　　可燃ごみ　週2回（7～8月 週3回）　有害ごみ　年4回
　　　　不燃ごみ・ビン・缶・小型家電　月1回
　・粗大ごみ収集運搬委託料（羽合地域、東郷地域、泊地域） 6,232千円
　　　　可燃性・不燃性　各年3回
　【事業の効果】
　・一般廃棄物の適切な収集処理による衛生的な生活環境の保全
　・夏期において収集回数を増やすことによる衛生的な生活環境の保全 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明
　【一般財源】 △2,626千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 02項 01目 011500000事業 ごみ収集運搬委託料
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

衛生費 項 清掃費 01 塵芥処理費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0232 プラ資源分別回収事業 (簡略番号：046002) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △295 1,000 705 705 1

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △148 500 352

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－清－ごみ処理 一般財源 △147 500 353

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　プラスチック資源の分別回収に向けて、町内の一部地域に協力を得て試験的に実施する 02 給料 17 備品購入費
　もの。試験収集によって得られたデータを基に、全町での本格実施に必要な再商品化計画 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　の策定を目指す。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　今年度実施した実証実験の実績に合わせて、減額するため必要。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　委託料　△295千円 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 11 役務費 26 公課費

12 委託料 △295 △295 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △295 △295
　【第４次湯梨浜町総合計画】安全で住みやすいまちづくり
　　SDGｓ　目標12「つくる責任　つかう責任」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

都道府県支出金 15020301430 プラ資源分別回収支援事業補助 △148
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　町内の数地区を選定し、プラ分別排出を実施する。回収したプラ資源は計量、組成分析
　等を実施し、再商品化事業者により再商品化を行う。　
　【事業の効果】
　　プラ分別の本格実施に向けてデータの収集を行い、再商品化計画策定の資料とする。
　　また、町民に広報することにより、プラ分別に向けた意識の高揚を図る。

６．財源の説明
　【県補助金】△148千円（プラスチック資源分別回収支援事業補助金）
　【一般財源】△147千円 補助金等の名称 プラスチック資源分別回収支援事業補助金

補助基本額 705 補助率 50.0% 補助金額 353

実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 02項 01目 023200000事業 プラ資源分別回収事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0135 就農条件整備事業 (簡略番号：009297) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △4,482 5,287 805 328 478

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △2,988 3,524 536

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 △1,494 1,763 269

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　就農初期における経営基盤整備の負担軽減を図り、効率的かつ安定的な農業経営の担い 02 給料 17 備品購入費
　手となる青年等の就農と自立を支援するため、認定新規就農者が、就農から5年以内に行 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △4,482 △4,482
　う機械や施設等の整備に対して助成する。 04 共済費 19 扶助費
　　※補助金1/2(県1/3、町1/6)　補助上限1,200万円　 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性及び内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　事業実施を計画していた4名のうち3者が事業の一部または全部の実施時期を令和8年度以 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　降としたため、実績見込みに応じ減額するもの。 08 旅費 23 投資及び出資金
　　[実績見込額]805千円-[予算現額]5,287千円＝△4,482千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　鳥取県就農条件整備事業費補助金実施要領 12 委託料 27 繰出金
　鳥取県就農条件整備事業費補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
　 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △4,482 △4,482
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 都道府県支出金 15020401206 就農条件整備事業補助金 △2,988
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活気ある元気なまち（農林水産業の振興）
　【SDGs】目標15「陸の豊かさも守ろう」
　

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　認定新規就農者2人に葯採取機・葯選別機などの導入を支援する。
　【補正の効果】
　営農開始時の負担軽減により、担い手としての早期自立と安定した営農が図られる。

補助金等の名称 鳥取県就農条件整備事業補助金
６．財源の説明 補助基本額 805 補助率 66.6% 補助金額 536
　【県支出金】△2,988千円
　【一般財源】△1,494千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 013500000事業 就農条件整備事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0298 鳥取梨生産振興事業 (簡略番号：035368) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △5,236 25,617 20,381 20,381

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △5,257 22,911 17,654

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 21 2,706 2,727

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　梨生産地を維持発展させていくため、県奨励の品種（二十世紀、新甘泉、王秋）への新植 02 給料 17 備品購入費
　・改植、それに伴う園地整備（果樹棚、かん水施設などの導入）、防除用機械の導入など 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △5,236 △5,236
　を支援する。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性及び内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　延べ14の生産者または組織に対し県制度を活用して支援を行い、請負差等により不用額が 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　生じる見込みとなったため、減額するもの。なお、事業予定のうち、防除用機械導入につ 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　いて、納期の事情から翌年度に繰り越して実施する。 08 旅費 23 投資及び出資金
　　[実績見込額]20,381千円 -[予算額]25,617千円=△5,236千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　鳥取梨生産振興事業及び柿ぶどう等生産振興事業実施要領 12 委託料 27 繰出金
　湯梨浜町農林水産業間接補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △5,236 △5,236

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 都道府県支出金 15020401012 鳥取梨生産振興事業補助金 △5,257
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活気ある元気なまち（農林水産業の振興）
　【ＳＤＧｓ】目標15　陸の豊かさも守ろう

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　高収益品種の新甘泉の導入に伴う果樹棚設置や改植、乗用草刈機の導入等への支援を行
　う。
　【補正の効果】
　鳥取県奨励の新品種「新甘泉」「王秋」への転換を促進し、省力化や高収益化を図り、
　本町特産である梨の生産農家の営農意欲の向上を図る。

補助金等の名称 鳥取梨生産振興事業費補助金
６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額 17,654
　【県支出金】△5,257千円　
　【一般財源】　　 21千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 029800000事業 鳥取梨生産振興事業
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大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0320 産地主体型就農支援モデル確立事業 (簡略番号：039204) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,220 3,733 1,513 1,513

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △1,373 2,205 832

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－その他 一般財源 △847 1,528 681

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　梨の生産面積が減少する中、梨生産が行われなくなった優良な樹園地をやる気のある生産 02 給料 17 備品購入費
　者に引き渡すため、防除や草刈り等の継続した保全管理活動を支援し、梨生産地としての 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △2,220 △2,220
　持続的な発展を図る。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性及び内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　農機具庫整備1件と優良園24aの維持管理に対し支援したところであり、その他に要望がな 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　いため、事業実績見込みに応じて不用額を減額する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　[算定基準額]　1,966千円　 08 旅費 23 投資及び出資金
　　[補助金見込]　県832千円＋町681千円=1,513千円① 09 交際費 24 積立金
　　[補正必要額]　①1,513千円‐予算現額3,733千円=△2,220千円 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金
　鳥取県産地主体型就農促進支援事業費補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
　湯梨浜町農林水産業間接補助金交付要綱 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △2,220 △2,220
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 都道府県支出金 15020401071 産地主体型就農支援モデル確立 △1,373
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）
　【SDGs】目標12　つくる責任つかう責任

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　JA梨生産部が任命する作業グループが保全管理作業を行う。計画面積は40a。
　【補正の効果】
　農地の有効活用、やる気のある生産農家への生産基盤支援、特産梨産地の持続的発展。

６．財源の説明
　【県支出金】　△1,373千円 補助金等の名称 鳥取県産地主体型就農促進支援業費補助金
　【一般財源】　　△847千円 補助基本額 1,966 補助率 補助金額 832

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 032000000事業 産地主体型就農支援モデル確立事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0342 令和の米増産緊急支援事業 (簡略番号：046057) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △13,861 21,873 8,012 6,589 1,424

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △9,240 14,581 5,341

事業期間 令 7. 9.24～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－その他 一般財源 △4,621 7,292 2,671

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　令和6年度を基準として、主食用米作付面積を令和8年度までに20％以上拡大する計画で 02 給料 17 備品購入費
　ある農業者に対して、必要な農業機械及び設備の導入経費を支援する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △13,861 △13,861
　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費
　　当初13件の事業を計上したが、県の採択結果や計画見直し等により、最終的に7戸の生 05 災害補償費 20 貸付金
　産者に対し支援を行うこととなったため、事業実績見込みに応じ不用額を減額する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　[実績見込]8,012千円-[予算現額]21,873千円=△13,861千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　鳥取県令和の米増産緊急支援事業費補助金交付要綱 10 需用費 25 寄附金
　鳥取県令和の米増産緊急支援事業実施要領 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町農林水産業間接補助金交付要綱 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △13,861 △13,861
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【SDGs】目標15 陸の豊かさも守ろう 都道府県支出金 15020401447 令和の米増産緊急支援事業補助 △9,240

５．本年度の計画効果
　【補正の計画及び効果】　
　　農業用機械の購入を助成することで、主食用米作付面積の拡大を行う農業者を支援し、
　地域の主食用米の生産力増強及び担い手の育成を図る。７戸の農家を支援予定。

６．財源の説明
　【県補助金】△9,240千円
　【一般財源】△4,621千円

補助金等の名称 鳥取県令和の米増産緊急支援事業
補助基本額 8,012 補助率 66.6% 補助金額 5,341

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 034200000事業 令和の米増産緊急支援事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

事業

0150 はわいトレーニングセンター管理経常経費 (簡略番号：010264) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 41 237 278

△502 1,144 642 529

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 06 農業施設管理費 所属 0101012700-0000 生涯学習・人権推進課（生涯

114

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　 施設の光熱水費の減額 02 給料 17 備品購入費

補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 △543 907 364

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　　光熱水費の減額（照明をLEDへ変更し支出額が減となった） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　　予算の適正な執行のため 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　湯梨浜町農林漁業者トレーニングセンターの設置及び管理に関する条例・施行規則 10 需用費 △502 △502 25 寄附金

　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【計画効果】
　　施設の定期的な点検、整備、清掃等、維持管理を実施し良好な施設提供に努めた。

　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 15 原材料費 合　計 △502 △502
　　　　　　　　　　（生涯にわたる健やかな体づくりと運動、スポーツの推進）
　ＳＤＧs　目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

使用料 13010301202 農林漁業者トレーニングセンタ 41

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【使 用 料】 　41千円（トレーニングセンター使用料）
　【一般財源】△543千円
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 06目 015000000事業 はわいトレーニングセンター管理経常経費
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

　　町民のスポーツを通じた健康増進とスポーツによる人材育成及び生涯スポーツの普及
　　と推進を図るための施設として定期的な点検、整備、清掃等、維持管理を実施し良好な

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 06 農業施設管理費 所属 0101012700-0000 生涯学習・人権推進課（生涯

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △1,800 10,000 8,200

事業

0151 はわいトレーニングセンター管理臨時経費 (簡略番号：029899) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,131 11,628 9,497 9,425 73

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　工事費の減額 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分単独事業 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 △331 1,628 1,297

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　LED照明改修工事費の確定により、減額を行うもの 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　予算の適性な執行のため 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　　△2,131千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 △2,131 △2,131

　湯梨浜町農林漁業者トレーニングセンターの設置及び管理に関する条例・施行規則 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【計画効果】　良好な施設の提供が図られる。

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △2,131 △2,131
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり
　　　　　　　　　　（生涯にわたる健やかな体づくりと運動、スポーツの推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　ＳＤＧs　目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」 地方債 21010603002 脱炭素化推進事業債（体育施設 △1,800

６．財源の説明
　【地 方 債】△1,800千円（脱炭素化推進事業債　充当率90％　交付税措置率50％）
　【一般財源】△　331千円 補助金等の名称
　 補助基本額 補助率 補助金額

　施設提供に努めた。

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 06目 015100000事業 はわいトレーニングセンター管理臨時経費



款 05 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 林業費 02 林業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0123 鳥獣被害総合対策事業 (簡略番号：010525) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △5,478 15,516 10,038 1,669 8,370

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △2,166 6,783 4,617

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－林－その他 一般財源 △3,312 8,733 5,421

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内で発生、拡大している有害鳥獣の農作物被害を減少させるため、侵入防止施設の整備 02 給料 17 備品購入費
　助成や有害鳥獣捕獲の推進を図る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △2,881 △2,881
　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費
　有害鳥獣の捕獲奨励金等の実績見込みに応じ不用額を減額するもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　　有害鳥獣捕獲奨励金△2,597千円、スマート捕獲導入補助△157千円、 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　侵入防止施設の設置補助△1,882千円、有害鳥獣侵入防止柵補修補助金△810千円、 07 報償費 △2,597 △2,597 22 償還金､利子及び割引料

　　射撃環境改善事業費補助金32千円 合計△5,478千円 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　鳥取県鳥獣被害防止総合対策交付金交付要綱 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町農林水産業間接補助金交付要綱 12 委託料 27 繰出金
　湯梨浜町有害鳥獣捕獲支援機器導入事業費補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △5,478 △5,478

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 都道府県支出金 15020402409 鳥獣被害総合対策事業補助金 △2,166
　【SDGs】目標15　陸の豊かさを守ろう

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　電気柵やワイヤーメッシュ等侵入防止施設の整備及び修繕助成や捕獲檻購入助成、捕獲従
　事者の資格取得及び銃技術向上支援、捕獲奨励金を含む支援事業を実施する。
　【補正の効果】
　イノシシ対策支援を適正に実施する。

６．財源の説明
　【県支出金】△2,166千円　【一般財源】△3,312千円 補助金等の名称 鳥取県鳥獣被害総合対策事業補助金

補助基本額 14,124 補助率 補助金額 6,783

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 02項 02目 012300000事業 鳥獣被害総合対策事業

－81－



－82－

款 05 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 水産業費 01 水産業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0023 東郷湖漁協漁業振興補助金 (簡略番号：010679) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △450 450

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △348 348
補助単独区分 目的区分 農－水－その他 一般財源 △102 102

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　東郷池の水質浄化とシジミの増殖を目的に東郷湖漁業協同組合が覆砂事業を実施するあた 02 給料 17 備品購入費
　り、経費の支援を行うもの。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △450 △450
　【補正の必要性及び内容】 04 共済費 19 扶助費
　シジミの漁場改善を図るため、今年度も1,000㎥の覆砂を計画したが、砂の確保に期間を 05 災害補償費 20 貸付金
　要し、年度内の実施が困難となったため、事業費を減額するもの。覆砂事業は、R8年度早 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　期に実施予定。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　[実績見込額]0円-[予算現額]450千円＝△450千円 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 15 原材料費 合　計 △450 △450
　【SDGs】目標14　海の豊かさを守ろう

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 繰入金 18021201001 ふるさと湯梨浜応援基金繰入金 △348
　【補正の計画】
　覆砂事業を東郷湖漁業協同組合が計画したが、砂の確保に期間を要したため、R7年度は実
　施を見送った。（R8年度は実施予定）
　【補正の効果】
　平成20年度から継続して実施しており、シジミの増殖および水質浄化が見込める。

６．財源の説明
　【繰 入 金】△348千円（ふるさと湯梨浜応援基金繰入金）
　【一般財源】△102千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 03項 01目 002300000事業 東郷湖漁協漁業振興補助金



款 05 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 水産業費 05 海岸施設管理費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0011 海岸施設管理臨時経費 (簡略番号：046131) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △13,321 22,321 9,000 9,000

財
源
内
訳

国庫支出金 △6,660 11,160 4,500
県支出金

事業期間 令 7.12.16～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △5,500 10,000 4,500
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 農－水－海岸保全 一般財源 △1,161 1,161

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　羽合漁港海岸の適正な管理のため離岸堤の修繕に係る測量設計業務を行う。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性及び内容】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　羽合漁港海岸離岸堤修繕に係る測量設計業務について、今年度分の国庫補助金内示が当初 04 共済費 19 扶助費
　見込みより減額となったため、設計業務に係る経費は令和8年度に計上することとし、今 05 災害補償費 20 貸付金
　年度事業では測量業務のみを実施するよう減額する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　[事業見込額]9,000,000円－[予算現額]22,320,100円=△13,320,100円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　≪財源変更≫　 08 旅費 23 投資及び出資金
　　[変更前]起債：公共事業等債（充当率90％、交付税措置20％） 09 交際費 24 積立金
　　[変更後]起債：防災・減災・国土強靭化緊急対策債（充当率100％、交付税措置50％） 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △13,321 △13,321 27 繰出金
　漁港区域に係る海岸整備事業費補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △13,321 △13,321

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 国庫支出金 14020602001 海岸保全施設整備事業費補助金 △6,660
　【SDGs】目標14　海の豊かさを守ろう 地方債 21010301007 公共事業等債（海岸施設管理臨 △10,000

地方債 21010302001 防災・減債・国土強靭化緊急対 4,500
５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　羽合漁港管理海岸保全施設補修に係る測量を実施する。
　【補正の効果】
　管理区域内海岸域の適正管理を図る。

６．財源の説明
　【国庫支出金】△6,660千円　
　【地方債】△5,500千円(防災・減災・国土強靭化 充当率100％、交付税措置率50％) 補助金等の名称
　【一般財源】△1,161千円 補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 03項 05目 001100000事業 海岸施設管理臨時経費

－83－



－84－

款 06 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

商工費 項 商工費 03 観光費 所属 0101012100-0000 産業振興課（商工観光）

事業

0124 鳥取中部観光推進機構会費 (簡略番号：011412) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,070 2,623 1,553 1,553 1

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 商－観光 一般財源 △1,070 2,623 1,553

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　鳥取県中部地域及び岡山県蒜山地域の連携を強め、観光資源の共有及び周遊環境の整備 02 給料 17 備品購入費
　等による広域観光地の魅力向上のための事業を展開する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,070 △1,070
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　訪日外国人観光客の誘致に県中部圏域市町が連携して取り組むなかで、8月末の香港－米 05 災害補償費 20 貸付金
　子便の運航休止等もあり香港向け誘致対策事業費が大幅減となったため、不用額を減額補 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　正するもの。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　負担金　△1,070千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △1,070 △1,070
　【第４次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興）
　SDGｓ　目標8「働きがいも　経済成長も」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】アフターコロナに対応したインバウンド需要の開拓など、さまざまなキ
　ャンペーンを実施し、単町では実施が困難な集客促進を図ることができた。
　【補正の効果】町域を跨いだ旅行商品の造成や香港へのプロモーション事業などを行い、
　米子－香港便休止後も香港旅行社への一定の影響力を維持することができた。

６．財源の説明
　【一般財源】　△1,070千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

06款 01項 03目 012400000事業 鳥取中部観光推進機構会費



款 06 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

商工費 項 商工費 05 温泉ふれあい会館費 所属 0101012100-0000 産業振興課（商工観光）

事業

0111 温泉ふれあい会館指定管理等経費 (簡略番号：025724) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 503 5,210 5,713 5,210 503

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 商－観光 一般財源 503 5,210 5,713

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町立温泉ふれあい会館の維持管理、運営など全般について指定管理者を定めて運営する。 02 給料 17 備品購入費
　令和7年度から5年間、一般財団法人ゆりはま温泉公社を指定管理者に定めている。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　[指定期間：令和7年度～令和11年度(5年間)] 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　施設の修繕工事による休業補償、法定検査費用を指定管理料に上乗せする必要がある。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【今回の補正内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　委託料　503千円（休業補償371千円、ばい煙測定費用132千円） 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　湯梨浜町立温泉ふれあい会館の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町立温泉ふれあい会館の管理運営に関する規則 12 委託料 503 503 27 繰出金
　湯梨浜町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 503 503

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興）
　ＳＤＧｓ　目標１１「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　町立温泉ふれあい会館の管理運営業務を指定管理者制度により実施する。
　【補正の効果】
　施設の効用を最大限に発揮し、適切な維持管理並びに経費の縮減を図り、利用者の利便性

06款 01項 05目 011100000事業 温泉ふれあい会館指定管理等経費

　向上が図られる。

６．財源の説明
　【一般財源】　503千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

－85－



－86－

款 07 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　【補正の内容】
　　　工事請負費　600千円
　　　・旧北溟中学校周辺線（仮称）

２．根拠法令
　社会資本整備総合交付金交付要綱

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】
　　安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実） 【特定財源の内訳】
　　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　町道の整備（拡幅改良整備等）を実施するもの。
　【補正の効果】
　　本事業により安全で住みやすい環境を実現することができる。
　

６．財源の説明

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 03 道路新設改良費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 土－道－道路 一般財源 1,962 1,962

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 600 56,600 57,200

事業

0087 社会資本整備総合交付金事業(改良・改築) (簡略番号：041727) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 600 121,324 121,924 6,686 115,239

財
源
内
訳

国庫支出金 62,762 62,762

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　工事実績に合わせた事業計画の見直しを実施し、事業費を増額する。 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　道路の新設・改良整備により、生活環境の改善を図るものである。 02 給料 17 備品購入費

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

14 工事請負費 600 600
15 原材料費 合　計 600 600

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

　【地方債】600千円（公共事業等債（充当率100％、交付税措置50％）

地方債 21010501002 公共事業等債（道路改良事業） 600

07款 02項 03目 008700000事業 社会資本整備総合交付金事業(改良・改築)

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 07 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

土木費 項 都市計画費 01 都市計画総務費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0126 空き家対策支援事業 (簡略番号：035016) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △9,200 26,083 16,883 9,334 7,550

財
源
内
訳

国庫支出金 △4,601 12,950 8,349
県支出金 △2,221 4,750 2,529

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　空家対策計画の策定に関する調査やその実施に関する協議を行うための協議会を開催す 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 土－都－区－区画整理 一般財源 △2,378 8,383 6,005

　を行うものである。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　るとともに、倒壊など保安上危険となる恐れのある状態又は道路や隣地など周辺の生活環 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △8,881 △8,881
　境に悪影響をおよぼす危険性がある状態などをいう「特定空き家」の除却に要する支援等 04 共済費 19 扶助費

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　［空き家等実態調査業務］△319千円 10 需用費 25 寄附金

　　申請実績に基づき補助金を減額するとともに、空き家実態調査業務を請負実績に合わせ 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　減額する。 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費

　［空き家対策支援事業補助金］△8,881千円 11 役務費 26 公課費
　 12 委託料 △319 △319 27 繰出金

都道府県支出金 15020603205 空き家対策支援事業補助金 △2,221
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】
　　安全で住みやすいまちづくり（住環境の充実）

　空家等対策の推進に関する特別措置法、湯梨浜町空き家等の適正管理に関する条例 15 原材料費 合　計 △9,200 △9,200
　鳥取県空き家対策支援事業補助金交付要綱、湯梨浜町空き家対策支援事業補助金交付要綱

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況 国庫支出金 14020402202 空き家再生等推進事業補助金 △4,601

　【事業計画】
　　・老朽化が進行し、倒壊など危険度の高い空き家等「特定空き家」の除却への支援。
　　・「特定空き家」になる前に予防的除却を行う所有者等への支援。 補助金等の名称 空き家再生等推進事業補助金
　　・令和8年度～令和12年度の計画策定のために、空き家等の実態調査を行う。 補助基本額 △ 9,200 補助率 50.0% 補助金額 △ 4,601

　　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」
　【湯梨浜町空き家等対策計画】

５．本年度の計画効果

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【国庫支出金】 △4,601千円 計 上 額
　【県補助金】　 △2,221千円
　【一般財源】   △2,378千円

07款 04項 01目 012600000事業 空き家対策支援事業

－87－



－88－
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △285 4,715 4,430
補助単独区分 目的区分 土－住宅費 一般財源

１．事業の概要と必要性 節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 01 住宅管理費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0011 町営住宅管理臨時経費 (簡略番号：033041) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △285 8,018 7,733 5,267 2,467

財
源
内
訳

国庫支出金 803 803
県支出金 2,500 2,500

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時

補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　令和元年に策定した「湯梨浜町町営住宅等長寿命化計画」により、松崎・長江地区町営 02 給料 17 備品購入費
　住宅建替・新築事業を実施し、令和６年に完了した。今後の町営住宅等の建替え、統廃合 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　、あるいは売却、維持管理を進めるため長寿命化計画を改定する。 04 共済費 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　官学連携として、東郷団地の一部（２棟）を鳥取短期大学がシェアハウスとして賃貸す 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　るにあたって、賃貸に必要な修繕を実施したため、実績にあわせて減額をする。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　　需用費（修繕料）　△285千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 △285 △285 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　〇地方自治法　〇公営住宅法　〇湯梨浜町営住宅設置及び管理に関する条例 12 委託料 27 繰出金
　〇湯梨浜町定住促進住宅の設置及び管理に関する条例　他 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △285 △285

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第４次湯梨浜町総合計画】安全で住みよいまちづくり（住環境の充実） 使用料 13010503001 町営住宅使用料 △285
　　SDGｓ目標１１「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　湯梨浜町町営住宅等長寿命化計画策定業務委託　1,607千円
　　（人口ビジョンに基づく、建て替え等シミュレーション、費用資産、計画修正等）
　　東郷団地の鳥取短期大学への賃貸に向けた修繕料　5,355千円（実績額5,069,900円）
　【事業の効果】
　　長寿命化計画の改定に従い、今後町営住宅等の適正な管理を進める。
　

補助金等の名称 鳥取県移住定住推進交付金
６．財源の説明 補助基本額 5,000 補助率 50.0% 補助金額 2,500
　【使用料】△285千円（町営住宅使用料）　

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 05項 01目 001100000事業 町営住宅管理臨時経費



款 07 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 01 住宅管理費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0015 促進住宅基金積立金 (簡略番号：032210) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 326 16,383 16,709 3,166 13,544

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 326 13,264 13,590
補助単独区分 目的区分 土－住宅費 一般財源 3,119 3,119

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　旧雇用促進住宅羽合宿舎は、雇用促進機構から移管を受けて、湯梨浜町定住促進住宅 02 給料 17 備品購入費
　「はわい長瀬団地」として運営している。　 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　老朽化の進んだ定住促進住宅の大規模修繕及び定住促進住宅としての用途廃止後の解体 04 共済費 19 扶助費
　費用に充てるため、基金を積み立てるものである。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　促進住宅管理臨時経費で減額が生じたため、積み立てを増額する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　　積立金　326千円 09 交際費 24 積立金 326 326

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　○湯梨浜町定住促進住宅基金条例 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 326 326
４．基本計画との関連
　【第４次湯梨浜町総合計画】安全で住みやすいまちづくり（住環境の充実） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　SDGｓ目標１１「住み続けられるまちづくりを」 使用料 13010503010 促進住宅使用料 307

財産収入 16010201416 定住促進住宅基金利子 19
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　住宅の大規模修繕及び用途廃止後の解体費用に充てるための積み立てを行う。
　　令和7年度積立（概算）13,571千円　　
　　令和6年度決算分　　　 3,119千円
　【事業の効果】
　　定住促進住宅を安定的に経営することが可能となる。
　　令和7年度末積立見込額　236,805千円　

６．財源の説明 補助金等の名称
　【使用料】　307千円（促進住宅使用料） 補助基本額 補助率 補助金額
　【財産収入】 19千円（定住促進住宅基金利子）

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 05項 01目 001500000事業 促進住宅基金積立金
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大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 01 住宅管理費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業

0016 促進住宅管理臨時経費 (簡略番号：038711) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △307 3,772 3,465 2,341 1,125

財
源
内
訳

国庫支出金 562 562
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △307 3,210 2,903
補助単独区分 目的区分 土－住宅費 一般財源

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　促進住宅を含む町営住宅等について、元年に策定した「湯梨浜町町営住宅等長寿命化計 02 給料 17 備品購入費
　画」により、松崎・長江地区町営住宅建替・新築事業を実施し、令和6年度に完了した。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　今後の町営住宅等の建替え、統廃合等を進めるため長寿命化計画の改定を行う。 04 共済費 19 扶助費
　　また、ここ数年で、はわい長瀬団地に多くの鳩（50羽程度）が居ついており、鳩による 05 災害補償費 20 貸付金
　入居者への被害（糞、鳴き声等）を防ぐための対策を行う。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　鳩被害対策工事が完了したため実績に合わせて減額する。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　　工事請負費　△307千円 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金
　湯梨浜町定住促進住宅の設置及び管理に関する条例　他 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費 △307 △307
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △307 △307
　湯梨浜町はわい長瀬団地2597番地3

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 使用料 13010503010 促進住宅使用料 △307
　【第４次湯梨浜町総合計画】安全で住みよいまちづくり（住環境の充実）
　SDGｓ目標１１「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　公営住宅長寿命化計画策定業務委託　1,124千円
　　鳩被害対策工事　　　　　　　　　　2,648千円

07款 05項 01目 001600000事業 促進住宅管理臨時経費

　　　　2、3階ベランダにネット設置（1、2号棟）
　　　  4、5階庇、屋上にピン設置　 (1号棟)
　【事業の効果】
　　長寿命化計画の改正により適正な管理を行う。 補助金等の名称 社会資本整備総合交付金
　　ベランダからの鳩の侵入を防ぎ、入居者の生活面と健康面への被害を防ぐ。 補助基本額 1,124 補助率 50.0% 補助金額 562

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【使用料】△307千円（促進住宅使用料）　　　　　　　　 計 上 額



款 07 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

　【補正内容】
　［木造住宅耐震診断促進事業］△445千円
　［耐震改修促進計画策定業務］△1,841千円

２．根拠法令
　社会資本整備総合交付金交付要綱
　県・町震災に強いまちづくり促進事業補助金交付要綱

３．用地の状況
【特定財源の内訳】

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】
　　安全で住みやすいまちづくり(災害に強いまちづくりの推進)
　　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　○耐震診断　・木造住宅（200㎡未満）5件（委託）・一般住宅　5件
　　○耐震設計～改修　・一般住宅　設計：2件　改修：3件　除去：2件
　　〇屋根瓦耐震改修　1件　・耐震シェルター　1件　・耐震ベッド　1件
　　○ブロック塀（避難路）　撤去･改修　各2件
　　〇耐震改修促進計画改定業務　　　　　　 【補助金】
　

６．財源の説明 【実施計画】
　【国庫補助金】　△986千円 部
　【県補助金】　　△190千円 章

節
細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 02 住宅建設費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0011 震災に強いまちづくり促進事業補助金 (簡略番号：026010) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,286 18,340 16,054 10,359 5,696

財
源
内
訳

国庫支出金 △986 7,917 6,931
県支出金 △190 4,134 3,944

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　昭和56年以前に建築された建築物等及び平成12年以前に建築された木造住宅の耐震診断 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 土－住宅費 一般財源 △1,110 6,289 5,179

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　木造住宅耐震診断促進事業及び耐震改修促進計画策定業務を事業実績により減額する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　及び耐震改修を実施することにより住民の生命と安全確保に寄与するものである。また 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　耐震改修促進計画について改定を行い、旧耐震の建築物について耐震改修を促す。 04 共済費 19 扶助費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 △2,286 △2,286 27 繰出金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

鳥取県震災に強いまちづくり促 △190

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 △2,286 △2,286

　【一般財源】　△1,110千円

補助金等の名称 住宅・建築物耐震改修等事業補助金
補助基本額 △ 2,286 補助率 43.1% 補助金額 △ 986

実施
計画

実施計画
計 上 額

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020402201 住宅・建築物耐震改修等事業補 △986

都道府県支出金 15020604001

07款 05項 02目 001100000事業 震災に強いまちづくり促進事業補助金
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

消防費 項 消防費 03 消防施設費 所属 0101010100-0000 総務課

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 消－その他 一般財源 3,478 2,847 6,325

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0184 消火栓維持管理負担金 (簡略番号：013132) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,478 2,847 6,325 6,325

財
源
内
訳

国庫支出金

節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

　【本年度の計画】
　　消火栓及び防火水槽の維持管理を行い、火災発生時の初期消火体制の整備及び水利の確
　保に努める。
　【事業の効果】
　　火災発生時の初期消火体制の整備を行うことができる。
　

６．財源の説明
　【一般財源】　3,478千円

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　消火栓等維持管理・修繕費用に係る水道会計・簡水会計への負担金
　　・水道会計への負担金　維持管理費　1,000円×847基
　　消火栓の移設、修繕代
　【補正の必要性】
　　消火栓工事費等の見込み額が増額したため、増額補正を行う。

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(災害に強いまちづくりの推進)
　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

3,478 3,478
04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

15 原材料費 合　計 3,478 3,478

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

08款 01項 03目 018400000事業 消火栓維持管理負担金

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
09款 01項 02目 023100000事業 教育振興基金積立金

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

　令和7年度に受領した寄付金（30,000円）を積み立てる。
　【事業の効果】
　寄附金の使途が明瞭な形で来年度事業に充当できる。

６．財源の説明
　【寄 附 金】30千円

４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 15 原材料費 合　計 30 30
　SDGs　目標4「質の高い教育をみんなに」

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 寄附金 17010301006 教育振興寄附金 30
　【本年度の計画】

　湯梨浜町教育振興基金条例 10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　積立金　30千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
２．根拠法令 09 交際費 24 積立金 30 30

　　泊小学校への寄付金を教育振興基金に積み立てるものである。なお、今回積み立てる寄 02 給料 17 備品購入費
　付金については、来年度取り崩し同校の教育振興に資する事業に充当する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　　令和7年12月19日に寄付を受け、来年度の事業に充当するため積み立てるものである。 05 災害補償費 20 貸付金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 30 30
補助単独区分 目的区分 教－教－教育総務費 一般財源

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 教育総務費 02 事務局費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0231 教育振興基金積立金 (簡略番号：013565) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 30 30 30

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

－93－
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大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
09款 02項 02目 011300000事業 コンピュータ機材等整備事業

　と教職員間での必要な情報の共有化によるきめ細かな指導や評価ができる体制を整える。

６．財源の説明
　【県支出金】鳥取県公立学校情報機器整備費補助金　257千円 補助金等の名称 鳥取県公立学校情報機器整備費補助金
　【一般財源】△19,661千円 補助基本額 385 補助率 66.7% 補助金額 257

実施
計画

実施計画
計 上 額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　学習者用タブレット(1人1台端末)及び校務用パソコンの更新。
　【事業の効果】
　　子どもたちの学習意欲と確かな学力の向上を図りながら、「分かる」授業を展開すると
　ともに、教職員の校務の効率化や事務負担軽減を図り、子どもたちと向き合う時間の確保

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △19,404 △19,404
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　SDGs　目標4「質の高い教育をみんなに」 都道府県支出金 15020801022 鳥取県公立学校情報機器整備事 257

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　新学習指導要領、平成30年度以降の学校におけるICT環境の整備方針、第3次教育振興基本 11 役務費 26 公課費
　計画 12 委託料 27 繰出金

　と、さらに、学校の校務用パソコンの更新について請負差額が生じたことにより、不用額 05 災害補償費 20 貸付金
　が生じたため。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　備品購入費　△19,404千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　GIGAスクール構想の実現に向け、町立学校のICT環境整備を推進する。 02 給料 17 備品購入費 △19,404 △19,404
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　GIGAスクール端末の更新について請負差額が生じ、また、下取り可能台数が多かったこ 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 13,579 13,579
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 △19,661 35,889 16,228

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 02 教育振興費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0113 コンピュータ機材等整備事業 (簡略番号：014209) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △19,404 88,554 69,150 12,799 56,352

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 257 39,086 39,343

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
09款 03項 01目 003300000事業 部活動推進事業

　検討会を開催し、部活動の休日地域移行の検討・実施を進める。
　【事業の効果】
　　外部の専門的指導者から指導を仰ぐことで、生徒の部活動における技術向上と、部活動
　の活性化、及び教職員の時間外業務時間削減を図る。 補助金等の名称 中学校部活動指導員配置事業・運動部活動外部指導者活用事業

補助基本額 △1,401 補助率 補助金額 △846
６．財源の説明
　【県支出金】△794千円（中学校部活動指導員配置事業）※補助率：国1/3,県1/3,町1/3

実施
計画

実施計画
　　　　　　　△52千円（外部指導者活用事業）※県1/2、町1/2 計 上 額
　【一般財源】△603千円

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり
　SDGs　目標4「質の高い教育をみんなに」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　教職員の新年度配置状況により部活動指導員７名と外部指導者６名を配置する。また、

　湯梨浜町立中学校部活動指導員に関する規則 13 使用料及び賃借料 予備費
　学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン 14 工事請負費
　鳥取県公立中学校等における部活動の地域連携・地域移行に向けた推進計画 15 原材料費 合　計 △1,449 △1,449

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020802203 中学校部活動指導員配置事業補 △846

　報酬△1,190千円、報償費△168千円、費用弁償△79千円、保険料△12円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 11 役務費 △12 △12 26 公課費
　学校教育法施行規則 12 委託料 27 繰出金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　当初予定していた部活動指導員3名、外部指導者1名の任用に至らなかったこと、また、 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　検討会の開催回数変更等により、不用額が生じたため。 07 報償費 △168 △168 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 △79 △79 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 △1,190 △1,190 16 公有財産購入費
　　学校教育活動である部活動に、部活動指導員及び外部指導者として地域の専門的指導者 02 給料 17 備品購入費
　を配置し、部活動の活性化、教職員の業務改善を推進する。また、部活動の地域移行にあ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　たっては、検討会を開催し検討・実施を進める。 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－中学校費 一般財源 △603 1,233 630

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 中学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0033 部活動推進事業 (簡略番号：014458) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,449 2,852 1,403 786 618

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △846 1,619 773

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
09款 03項 02目 010600000事業 コンピュータ機材等整備事業

　と教職員間での必要な情報の共有化によるきめ細かな指導や評価ができる体制を整える。

６．財源の説明
　【県支出金】鳥取県公立学校情報機器整備費補助金　△549千円 補助金等の名称 鳥取県公立学校情報機器整備費補助金
　【一般財源】△9,755千円 補助基本額 △825 補助率 66.7% 補助金額 △549

実施
計画

実施計画
計 上 額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　学習者用タブレット(1人1台端末)及び校務用パソコンの更新。
　【事業の効果】
　　子どもたちの学習意欲と確かな学力の向上を図りながら、「分かる」授業を展開すると
　ともに、教職員の校務の効率化や事務負担軽減を図り、子どもたちと向き合う時間の確保

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △10,304 △10,304
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　SDGs　目標4「質の高い教育をみんなに」 都道府県支出金 15020801022 鳥取県公立学校情報機器整備事 △549

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　新学習指導要領、平成30年度以降の学校におけるICT環境の整備方針、第3次教育振興基本 11 役務費 26 公課費
　計画 12 委託料 27 繰出金

　と、さらに、学校の校務用パソコンの更新について請負差額が生じたことにより、不用額 05 災害補償費 20 貸付金
　が生じたため。　 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　備品購入費（物）　△10,304千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　GIGAスクール構想の実現に向け、町立学校のICT環境整備を推進する。 02 給料 17 備品購入費 △10,304 △10,304
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　GIGAスクール端末の更新について請負差額が生じ、また、下取り可能台数が多かったこ 04 共済費 19 扶助費

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 8,487 8,487
補助単独区分 目的区分 教－中学校費 一般財源 △9,755 16,858 7,103

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 中学校費 02 教育振興費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業

0106 コンピュータ機材等整備事業 (簡略番号：020049) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △10,304 43,531 33,227 8,000 25,228

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △549 18,186 17,637

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0010 中央公民館管理運営経常経費 (簡略番号：015325) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △359 12,073 11,714 10,131 1,584

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 △68 △68 16 公有財産購入費
　　警備員の夜間勤務日数減による報酬、費用弁償及び各委託料、使用料及び賃借料の減額 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 746 746
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △359 11,327 10,968

　　適正な施設管理及び予算執行のため 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　補正。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　　報酬、費用弁償　　　△ 77千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　委託料（物）ほか　　△282千円 08 旅費 △9 △9 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 △153 △153 予備費
14 工事請負費

　社会教育法、湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △129 △129 27 繰出金

　　　　　　　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △359 △359
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわ
　　　　　　　　　　　たり学び続ける環境づくり） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」

６．財源の説明
　【一般財源】　△359千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　　中央公民館及び各分館に必要な備品等の環境を整備し、施設利用者の安全・安心と利便
　性を図るとともに、公民館事業の活性化と円滑な施設運営をおこなう。
　【補正の効果】
　生涯学習および社会教育の拠点施設として良好な環境を提供できる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 001000000事業 中央公民館管理運営経常経費
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 2,000 2,000

事業

0011 中央公民館管理運営臨時経費 (簡略番号：015371) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △420 3,730 3,310 3,117 194

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　中央公民館エレベーターかご制御基板他修繕及び手数料、工事請負費、備品購入費の減 02 給料 17 備品購入費 △20 △20

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △420 1,730 1,310

　　生涯学習及び社会教育の拠点施設として良好に施設を提供するため 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】　 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　額補正。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 △385 △385 25 寄附金

　　修繕料　　　　　 △385千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　工事請負費ほか　 △ 35千円（手数料、工事請負費、備品購入費) 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 △10 △10

　社会教育法，湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 11 役務費 △5 △5 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　　　　　　　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △420 △420
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわ
　　　　　　　　　　　たり学び続ける環境づくり） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」

６．財源の説明
　【一般財源】　△420千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　中央公民館及び各分館に必要な備品等の環境を整備し、施設利用者の安全・安心と利便性
　を図るとともに、公民館事業の活性化と円滑な施設運営をおこなう。
　【補正の効果】
　生涯学習及び社会教育の拠点施設として良好に提供できる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 001100000事業 中央公民館管理運営臨時経費



款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0014 中央公民館全体事業 (簡略番号：033666) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △103 1,133 1,030 911 120

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　湯梨浜文化大学の趣味コース及び全体学習の実績に伴う講師謝金の減額補正。　 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △103 1,133 1,030

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　報償費　　△103千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　予算の適正な執行のため 04 共済費 19 扶助費

　社会教育法、湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 △103 △103 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわ 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　湯梨浜文化大学…教養コースと趣味コース（グラウンド・ゴルフ等）の講座の開催。
　【補正の効果】

　　　　　　　　　　　たり学び続ける環境づくり） 15 原材料費 合　計 △103 △103
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」
　　　　　　　目標11「住み続けられるまちづくりを」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　【一般財源】△103千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　町民全体を対象とした教育や文化に関する各種事業を実施し、住民の交流や文化の向上
　等を図ることができる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 001400000事業 中央公民館全体事業

－99－



－100－

款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0110 羽合分館管理運営経常経費 (簡略番号：015455) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △231 8,795 8,564 7,173 1,392

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 47 47 16 公有財産購入費
　　警備員報酬の夜間勤務見込による増額及び需用費、委託料等の減額補正。 02 給料 17 備品購入費 △50 △50

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 310 345 655
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △541 8,450 7,909

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　警備員報酬　　　 47千円（実績見込みによる増額） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　予算の適正な執行のため。 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　社会教育法、湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 10 需用費 △65 △65 25 寄附金

　　需用費ほか　　△278千円（請負差額等による減額） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 △8 △8 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 △12 △12 26 公課費 △2 △2
３．用地の状況 12 委託料 △141 △141 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　　中央公民館及び各分館に必要な備品等の環境を整備し、施設利用者の安全・安心と利便

　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわ 15 原材料費 合　計 △231 △231
　　　　　　　　　　　たり学び続ける環境づくり）
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　　　　　目標11「住み続けられるまちづくりを」 使用料 13010602201 中央公民館羽合分館使用料 310

６．財源の説明
　【そ の 他】　310千円（中央公民館羽合分館使用料）
　【一般財源】△541千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　性を図るとともに、公民館事業の活性化と円滑な施設運営をおこなう。
　【補正の効果】
　　生涯学習および社会教育の拠点施設として良好な環境を提供できる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 011000000事業 羽合分館管理運営経常経費



款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △200 9,900 9,700

事業

0111 羽合分館管理運営臨時経費 (簡略番号：015487) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △228 12,031 11,803 11,942 △138

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　中央公民館羽合分館廊下ほかエアコン取替工事の請負差額による減額補正。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △28 2,131 2,103

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　工事請負費　△228千円（請負差額による減額） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　生涯学習及び社会教育の拠点施設として良好な施設運営に資するため。 04 共済費 19 扶助費

　　社会教育法、湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわ 14 工事請負費 △228 △228

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　　中央公民館及び各分館に必要な備品等の環境を整備し、施設利用者の安全・安心と利便
　性を図るとともに、公民館事業の活性化と円滑な施設運営をおこなう。

　　　　　　　　　　たり学び続ける環境づくり） 15 原材料費 合　計 △228 △228
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」
　　　　　　　目標11「住み続けられるまちづくりを」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

地方債 21010602009 公共施設等適正管理推進事業債 △200

　【地 方 債】 △200千円
　　　　　　　（公共施設等適正管理推進事業債　充当率90％　交付税措置率50％）
　【一般財源】 △ 28千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　【補正の効果】
　　生涯学習および社会教育の拠点施設として良好な環境を提供できる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 011100000事業 羽合分館管理運営臨時経費

－101－



－102－

款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0210 泊分館管理運営経常経費 (簡略番号：015595) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △99 11,907 11,808 9,586 2,223

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 △36 △36 16 公有財産購入費
　会計年度任用職員報酬、委託料の減額補正。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 231 231
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △99 11,676 11,577

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　報　酬　 △36千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　会計年度任用職員の勤務時間数の見込みの減少及び委託料の実績に伴う減額のため。 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　社会教育法、湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 10 需用費 25 寄附金

　委託料　 △63千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 △63 △63 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　公民館事業の活性化と円滑な施設運営をおこなう。

　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわ 15 原材料費 合　計 △99 △99
　　　　　　　　　　たり学び続ける環境づくり）
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　　　　　目標11「住み続けられるまちづくりを」

　【一般財源】 　△99千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　【補正の効果】
　生涯学習および社会教育施設の拠点施設として良好な環境を提供できる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 021000000事業 泊分館管理運営経常経費



款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0264 湯梨浜みんなのげんき館事業 (簡略番号：043358) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,697 17,473 14,776 11,521 3,256

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　各種事業の実績見込みによる必要額の増額及び不要額の減額補正。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 △54 906 852
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △2,643 16,567 13,924

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　共済費　　　　　　 14千円（会計年度任用職員共済組合負担金追加費用） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　予算の適正な管理を行うため。 04 共済費 14 14 19 扶助費

　　委託料（物）　△2,520千円（スタジオプログラム、イベント開催等） 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　報償費　　　　　△ 84千円（新任運動指導員研修講師謝金） 07 報償費 △84 △84 22 償還金､利子及び割引料

　　旅費　　　　　　△107千円（新規指導者研修受講に係る旅費） 08 旅費 △107 △107 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　社会教育法、湯梨浜みんなのげんき館の設置及び管理に関する条例 12 委託料 △2,520 △2,520 27 繰出金

諸収入 20050302699 湯梨浜みんなのげんき館雑入 47
５．本年度の計画効果
　　中央公民館泊分館内のトレーニングルーム等を活用し、町民の運動・スポーツの習慣化
　を促進し、健康課題の解決に向けた全町的な取り組みにつなげることができる。

15 原材料費 合　計 △2,697 △2,697
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　　　　　　（地域でつながり、生涯にわたり学び続ける環境づくり） 使用料 13010602411 湯梨浜みんなのげんき館使用料 △101

　【一般財源】△2,643千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【使 用 料】△　101千円(げんき館使用料）
　【諸 収 入】　 　47千円(げんき館雑入　スタジオプログラム参加費等）

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 026400000事業 湯梨浜みんなのげんき館事業

－103－



－104－

款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 03 図書館費 所属 0101012900-0000 図書館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0001 図書館経常経費 (簡略番号：015795) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △683 25,931 25,248 21,513 3,736

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 △461 △461 16 公有財産購入費
　　　時間給会計年度任用職員の勤務時間減に伴う報酬の減額、及び12月末退職の会計年度 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 3 3
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △683 25,928 25,245

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　　予算の適正な執行のため 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　任用職員の職員手当、費用弁償の差額分の減額。 03 職員手当等 △50 △50 18 負担金､補助及び交付金

　　  図書館システム更新契約に伴う年間リース料の減額。 04 共済費 19 扶助費

　　　職員手当　　　　　　 △50千円 09 交際費 24 積立金
　　　費用弁償　　　　　 　△45千円 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　報酬　　　　　　　　△461千円　　　　　　　　　　 08 旅費 △45 △45 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 △127 △127 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費

　　　使用料及び賃借料　　△127千円 11 役務費 26 公課費
　 12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連
　【第4次町総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり、生涯
　にわたり学び続ける環境づくり）
　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」

　湯梨浜町立図書館設置条例、湯梨浜町立図書館管理運営規則 15 原材料費 合　計 △683 △683

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　字・活字文化振興法の趣旨に沿った青少年をはじめ住民の読書活動の促進が図られる。
　

補助金等の名称
６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】　△683千円

　

５．本年度の計画効果
　町民の学習意欲を促進し、豊かな地域社会の実現に貢献することができる。また、文

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 03目 000100000事業 図書館経常経費



款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 03 図書館費 所属 0101012900-0000 図書館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0114 羽合図書室経常経費 (簡略番号：015878) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △44 5,638 5,594 4,851 744

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　図書館システムWebilisサービス導入経費について、更新（R7.10.1付）後のリース料が 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △44 5,638 5,594

　　予算の適正な執行のため 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　当初予算見込より減ったため、これにより生じた不用額の減額。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　使用料及び賃借料 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　図書館システムWebilisサービス導入経費（長期継続契約）　△44千円　 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 △44 △44 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町羽合図書室利用規程 12 委託料 27 繰出金

　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」

５．本年度の計画効果
　町民の学習意欲を促進し豊かな地域社会の実現に貢献することができる。また、文字・

15 原材料費 合　計 △44 △44
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり、生涯に 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　わたり学び続ける環境づくり）

　【一般財源】　△44千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　活字文化振興法の趣旨に沿った青少年をはじめとする住民の読書活動の促進が図られる。
　	

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 03目 011400000事業 羽合図書室経常経費
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款 09 04 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 03 図書館費 所属 0101012900-0000 図書館

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0202 しおさいプラザ経常経費 (簡略番号：019973) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △80 7,036 6,956 5,708 1,249

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　図書館システムWebilisサービス導入経費について、更新（R7.10.1付）後のリース料 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △80 7,036 6,956

　　予算の適正な執行のため 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　が当初の見込より減ったため、これにより生じた不用額の減額。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　　 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　使用料及び賃借料 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　図書館システムWebilisサービス導入経費（長期継続契約）　△80千円 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 △80 △80 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　しおさいプラザとまり設置条例、しおさいプラザとまり管理運営規則 12 委託料 27 繰出金

　　ＳＤＧｓ　目標４「質の高い教育をみんなに」
　

５．本年度の計画効果

15 原材料費 合　計 △80 △80
４．基本計画との関連
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり(地域でつながり、生涯に 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　わたり学び続ける環境づくり）

６．財源の説明
　【一般財源】　△80千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　町民の学習意欲を促進し豊かな地域社会の実現に貢献することができる。また、文字・活
　字文化振興法の趣旨に沿った青少年をはじめとする住民の読書活動の促進が図られる。
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 03目 020200000事業 しおさいプラザ経常経費



款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 保健体育費 01 保健体育総務費 所属 0101012700-0000 生涯学習・人権推進課（生涯

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0001 スポーツ推進委員報酬 (簡略番号：016269) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △126 1,667 1,541 1,012 530

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　　町スポーツ推進委員の活動に係る費用弁償の減額 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－保－体育施設費等 一般財源 △126 1,667 1,541

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　　町スポーツ推進委員のスポーツ指導、事業・大会運営協力数の見込み減による費用弁 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　　予算の適正な管理のため 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　スポーツ基本法、湯梨浜町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 10 需用費 25 寄附金

　償の減額 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 △126 △126 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　湯梨浜町スポーツ推進委員に関する規則 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【計画効果】
　　地域や学校等でのスポーツ指導、スポーツ事業等の運営協力により町民のスポーツの推

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △126 △126
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり
　　　　　　　　　　（生涯にわたる健やかな体づくりと運動、スポーツの推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　ＳＤＧs　目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　進、健康づくりに寄与した。

６．財源の説明
　【一般財源】△126千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 05項 01目 000100000事業 スポーツ推進委員報酬
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－108－

款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 保健体育費 01 保健体育総務費 所属 0101012700-0000 生涯学習・人権推進課（生涯

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0254 グラウンド・ゴルフ国際大会運営費補助金 (簡略番号：033522) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,309 4,709 3,400 4,709 △1,309

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　グラウンド・ゴルフ国際大会運営に係る補助金の減額 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 458 458
補助単独区分 目的区分 教－保－体育施設費等 一般財源 △1,309 4,251 2,942

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　大会参加者の減により運営費が減額となったため補助金を減額するもの 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,309 △1,309
　　予算の適正な執行のため 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　補正額：△1,309千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【計画・効果】
　5月23日(金)・24日(土)、潮風の丘とまりで開催

　　　　　　　　　　（生涯にわたる健やかな体づくりと運動、スポーツの推進） 15 原材料費 合　計 △1,309 △1,309
　　　　　　　　　　にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興）
　　　　　　　　　　共に支え合う町民が主役のまちづくり（多様な交流の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　ＳＤＧs　目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」

　【一般財源】△1,309千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　参加者：183名（外国籍　101名、日本国籍　82名）　　　
　大会運営にかかる経費、宿泊費助成などに支出

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 05項 01目 025400000事業 グラウンド・ゴルフ国際大会運営費補助金



款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

　　羽合小学校グラウンド照明LED改修工事等4件を実施した。利用者に安全安

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 保健体育費 02 体育施設費 所属 0101012700-0000 生涯学習・人権推進課（生涯

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △600 25,000 24,400

事業

0010 体育施設管理臨時経費 (簡略番号：016650) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △422 29,090 28,668 28,232 437

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　施設改修等工事費の確定による。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－保－体育施設費等 一般財源 178 4,090 4,268

　【事業の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　　工事費確定による減額 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【事業の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　予算の適切な執行のため。 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　△422千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 14 工事請負費 △422 △422

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　【計画】社会体育施設の改修等を行う。
　【効果】良好な施設を提供し、スポーツに親しむきっかけづくりに資することができる。

　心な施設提供に努めるとともに、スポーツ振興を図ることができた。

　　　　　　　　　　（生涯にわたる健やかな体づくりと運動、スポーツの推進） 15 原材料費 合　計 △422 △422
　ＳＤＧs　目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 地方債 21010603002 脱炭素化推進事業債（体育施設 △600

　【一般財源】178千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【地 方 債】△600千円（脱炭素化推進事業債　充当率90％　交付税措置率50％）

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 05項 02目 001000000事業 体育施設管理臨時経費
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

　　部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、人権尊重社会を実現することをめざし

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 人権教育費 01 人権教育総務費 所属 0101013000-0000 生涯学習・人権推進課（人権

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0010 人権教育総務経常経費 (簡略番号：016784) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △75 3,741 3,666 3,339 328

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　町内の人権教育を推進するために設置する町人権教育研究推進員（全7名）の報償費 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △75 3,741 3,666

　全国大会参加に係る県外出張費を適正に支給するため。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　及び全国集会等参加に係る県外出張旅費及び資料代等。会計年度任用職員1名の給与。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　旅費△75千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 △75 △75 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

　　湯梨浜町部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする条例 11 役務費 26 公課費
　　湯梨浜町人権教育研究推進員の設置及び運営に関する規則 12 委託料 27 繰出金

　　SDGs目標10「人や国の不平等をなくそう」

５．本年度の計画効果
　　部落差別をはじめあらゆる人権問題の早期解決に向け、各地で取り組んでいる諸集会で

15 原材料費 合　計 △75 △75
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって　共に学び　明日を拓く　ひとづくり(人権教育の充実） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【あらゆる差別をなくする総合計画・実施計画】人権教育の推進、人権啓発の推進

　、町の一層の人権教育推進を図った。

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明

　の事例、実践、研究発表等を学ぶことにより、今後の人権教育･啓発の推進が図られる。
　町や県の取り組みを広く町民に周知することにより人権教育・啓発の推進が図られる。

　て、全国各地の事例や成果を学んだ。また人権教育研究推進員による事業評価等を通して

　【一般財源】△75千円
実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 06項 01目 001000000事業 人権教育総務経常経費
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大
中
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

　　町民のつどい、人権教育推進大会、ゆりはま人権セミナー等の開催により町民の人権意

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 人権教育費 01 人権教育総務費 所属 0101013000-0000 生涯学習・人権推進課（人権

県支出金 △165 435 270
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0034 人権教育推進活性化事業 (簡略番号：016827) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △151 436 285 285

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　人権意識向上のための啓発活動として町民のつどい、人権教育推進大会、ゆりはま人権 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 14 1 15

　　講演等の謝金を適正に支給するため。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　セミナー（3回）を実施した。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　　湯梨浜町部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする条例 10 需用費 25 寄附金

　　報償費△14千円、費用弁償△2千円、委託料△135千円 07 報償費 △14 △14 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 △2 △2 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　　人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △135 △135 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【効果】
　　人権尊重の重要性の再認識、人権問題を自分の問題として捉えること及び人権尊重の意

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △151 △151
　【第4次総合計画】志をもって　共に学び　明日を拓く　ひとづくり(人権教育の充実）
　【あらゆる差別をなくする総合計画】人権啓発の推進 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　SDGs目標10「人や国の不平等をなくそう」 都道府県支出金 15030601203 人権啓発活動委託金 △165

６．財源の説明
　【県支出金】　△165千円（人権啓発活動委託金）　 補助金等の名称 人権啓発活動委託費
　【一般財源】　 　14千円 補助基本額 270 補助率 100.0% 補助金額 270

　識向上が図られる。

　識の向上に資することができた。

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 06項 01目 003400000事業 人権教育推進活性化事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

教育費 項 人権教育費 01 人権教育総務費 所属 0101013000-0000 生涯学習・人権推進課（人権

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △293 813 520

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0113 人権教育住民意識調査事業 (簡略番号：016907) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △293 813 520 327 194

財
源
内
訳

国庫支出金

　ト調査を行ったもの。（過去H23、H28、R3に実施） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　回答結果の概要版を４月に全戸配布する。 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　町民の人権に関する意識を把握するため、5年ごとに無作為に抽出した個人へアンケー 02 給料 17 備品購入費

　　　　　　　　または返信用封筒で回答を返送（実績：465人）　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　・検討委員会(人権教育研究推進員7人） 08 旅費 23 投資及び出資金

　　・抽 出 数　2,000人（実績：655人、回収率32.8％） 05 災害補償費 20 貸付金
　　・調査方法　オンライン回答（実績：190人） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 11 役務費 △293 △293 26 公課費
　　通信運搬費△293千円 12 委託料 27 繰出金

　【補正の必要性】 09 交際費 24 積立金
　　通信運搬費の適正な支出を行うため。 10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令 15 原材料費 合　計 △293 △293
　湯梨浜町部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする条例

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

　 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　　SDGs目標16「平和と公平をすべての人に」

５．本年度の計画効果
　【計画】町民に対して意識調査を実施し、結果を考察する。

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって　共に学び　明日を拓く　ひとづくり(人権教育の充実）
　あらゆる差別をなくする総合計画・実施計画

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 06項 01目 011300000事業 人権教育住民意識調査事業

　【効果】あらゆる差別をなくする総合計画・実施計画改定の基礎資料として調査結果を活
　用し、また効果的な人権教育啓発事業を実施するための一助とする。

補助金等の名称
６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】△293千円



款 11 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

11款 01項 02目 009100000事業 一時借入金利子

補助金等の名称

６．財源の説明 15 原材料費 合　計 △427 △427
　【一般財源】 △427千円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料 △427 △427
３．用地の状況 08 旅費 23 投資及び出資金

09 交際費 24 積立金
４．基本計画との関連 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】　△427千円 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費
２．根拠法令 05 災害補償費 20 貸付金
　　地方自治法、湯梨浜町財務規則、湯梨浜町出納室設置規則 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

補助単独区分 目的区分 公債費 一般財源 △427 3,018 2,591

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　出納業務を適切かつ円滑に遂行するため必要な経費である。 01 報酬 16 公有財産購入費
　【補正の必要性】一時借入金利子の実績見込みと金利上昇に伴う修正による。 02 給料 17 備品購入費

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

公債費 項 公債費 02 利子 所属 0101010700-0000 出納室

事業

0091 一時借入金利子 (簡略番号：017124) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △427 3,018 2,591 1,062 1,530

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

－113－
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 9号補正 （単位：千円）

諸支出金 項 公営企業貸付金 01 国民宿舎事業公営企業貸付金 所属 0101011100-0000 総務課（財務管財）

事業期間 令 8. 3.17～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0001 国民宿舎事業会計貸付金 (簡略番号：032581) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 50,000 50,000 50,000

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　一般会計から国民宿舎事業特別会計に長期貸付を行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 諸－公営企業費 一般財源 50,000 50,000

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金 50,000 50,000
　　貸付金　50,000千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　国民宿舎事業特別会計に発生が想定される資金不足を回避するために必要である。 04 共済費 19 扶助費

　地方公営企業法 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 14 工事請負費

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　【一般財源】　50,000千円

　る。
　　この長期貸付の償還方法及び貸付金利等は、国民宿舎事業特別会計の状況及び市場金利
　を勘案して設定する。
　【事業の効果】

15 原材料費 合　計 50,000 50,000
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　国民宿舎事業特別会計に長期貸付を行うことで、発生する恐れのある資金不足を回避す

　　国民宿舎事業特別会計の経営維持を支援することができる。

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

12款 01項 01目 000100000事業 国民宿舎事業会計貸付金

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額


